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概要書
固定資産の減損会計、とりわけ減損損失をどのように測定するべきであるかが本論文の
主要な検討課題である。
日本において「固定資産の減損に係る会計基準」が設定されたのは 2002 年であったが、
そのころと現在（2012 年）とでは会計をめぐる環境が大きく変化している。そのような環
境変化は、固定資産の減損に係る会計基準」を改訂する必要性を生み出しているかもしれ
ない。特に、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」の導入や、連結財務諸表に
おける包括利益計算書の開示の導入は、「固定資産の減損に係る会計基準」のあり方に大き
な影響を及ぼす可能性がある。それは以下の理由による。
「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」が公表されるまでは、減価償却の修
正は認識時に一括して特別損益としていたため、減損損失の区分が問題にはならなかった。
しかし、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」の導入によって減価償却の修正
は将来に渡ってその影響額を認識していく方法に変更となった。そのため、基準設定当初
の理由によって減損損失の中に減価償却の修正部分を含めることはできなくなったといえ
る。
本論文では、「見積もりの変更」に関する新基準公表後の環境に最も適したものとして、
減価償却の修正と収益性の低下部分を分けて会計処理することを提案している。両者の区
分の具体的な方法は、まず、新たに見積った将来キャッシュ・フローの獲得パターンに最
も適合する減価償却方法及び耐用年数により償却計算をやり直す。そして新たに計算され
た未償却原価と期末の回収可能価額との差額を減損損失とし、期末の帳簿価額と新たに計
算された未償却原価との差額を減価償却の修正部分とするものであった。さらに減損損失
控除後の帳簿価額を新たに減価償却すれば、減価償却の修正部分はプロスペクティブ方式
で将来に渡って認識されていくことになる。
この会計処理を行なえば、収益性の低下部分である減損損失（キャッチアップ方式）と
減価償却の修正部分（プロスペクティブ方式）を区分することができる。
ただし、この方法は減損判明時点における帳価の回収可能性を考慮しないものであるた
め、この方法による減損処理後の簿価は、減損判明時点の回収可能価額を超えてしまう可
能性がある。とすれば、この方法では、帳簿価額は回収可能なものであると考える投資家
に対し、帳簿価額の回収可能性についての誤解を与える可能性があるという、欠点がある。
本論文ではまた、減損会計を支えている基本的な考え方の比較も大きな研究主題のひと
つと位置づけた。本論文では、日本基準の基本的な考え方である「投資期間全体を通じた
投資額の回収可能性の評価」が最も望ましい、というものであった。利用目的の固定資産
に関する投資の成果は配分計算によって把握するのが、各国に共通の会計実務である。と
すれば、固定資産の減損会計についても配分計算をその基本的な考え方とするべきだから
である。
ただし、本論文では配分と評価とを二元的・対立的なものととらえる伝統的な考え方を
与件とせず、むしろ配分と評価を両立させる形で固定資産の減損会計を意味づけられない
かどうかについても模索した。そもそも配分と評価はトレード・オフに関係ではなく共存
可能なものであり、包括利益の導入により配分と評価を両立させた基準が実際にも生まれ
てきている。そうした事情もふまえ、本論文では固定資産の減損会計についても配分と評
価を両立させた会計処理について提案した。
そのような会計処理を検討する際は、「退職給付に関する会計基準（案）」が数理計算
上の差異について求めている会計処理にヒントを得た。退職給付会計基準にヒントを得よ
うとしたのは、この会計処理は資産評価面における投資家の誤認を防止する目的で配分計
算と評価を両立させている点で、退職給付会計と減損会計とが同様の問題構造となってい
ると考えたためである。
退職給付会計にヒントを得た会計処理の具体的な方法は、期末の帳簿価額を期末の回収
可能価額まで切り下げ、減価償却の修正部分（先に概要を説明した方法によって求めたも
の）を OCI に計上するという方法である。この会計処理によれば、配分計算のみに着目し
た減損会計が抱えていた資産評価面の欠点も解決することができると考えられる。
本論文ではさらに、減損処理の対象となった資産を回収可能価額、とりわけ使用価値で
評価した場合には、自己創設のれんが混入するのではないか、という伝統的な論点も研究
課題のひとつと位置づけている。自己創設のれんの計上の禁止は会計を支える基礎概念で
あるため、かりに使用価値による評価が自己創設のれんの計上を伴うのであれば、それは
固定資産の減損会計においても大きな問題となりうる。しかし、未だにその解決は行なわ
れていない。本論文では使用価値に自己創設のれんは含まれるのかどうかということにつ
いて、固定資産の利益計算の方法に着目してその解決を図っていくこととした
本論文の結論は次の通りである。
固定資産は、取得原価を超えるキャッシュ・フローであるのれん価値とその実現を目的
に保有する資産である。現行の会計では、のれんは減価していくという事実認識から、の
れんを規則的に償却することになっている。この利益計算の枠組みに着目すれば、自己創
設のれんは、取得原価及びそれに基づき計算される未償却原価を超えて計上される部分と
定義することができる。
自己創設のれんをこのように定義すれば、取得原価及び未償却原価を超えて計上される
ことのない使用価値に、自己創設のれんは含まれないと結論づけることができる。
使用価値に自己創設のれんは含まれないのであれば、使用価値と正味売却価額のどちら
か高いほうとする現行の日本基準の測定基準は支持しうる、というのが本論文の結論であ
る。
なお「固定資産の減損に係る会計基準」が運用開始されてから数年が経過し、固定資産
の減損会計に関する実証研究も蓄積されている。こうしたことから、本論文では、固定資
産の減損処理に関する実証研究の成果にも目向け、そこから基準設定のあり方に関する何
らかのインプリケーションを得たいと考えた。
本論文では、主に利益マネジメントに関する実証研究に着目している。
実証研究の先行研究からは、ビッグバス会計を経営者が行なっている可能性があること
が明らかとなった。これは減損会計の会計処理には、経営者に大きな裁量が与えられてい
るからと考えられる。とりわけ、測定基準については、使用価値及び正味売却価額の見積
りについて大きな裁量が経営者に与えられている。この裁量を利用し、低めの回収可能価
額を算定することで、経営者がビッグバス会計を行なっている可能性が考えられる。
こうした含意をふまえ、本論文では、この減損会計に関するビッグバス会計を抑制する
方法を、減損損失の戻入れに焦点を絞って考察した。現行基準が禁止している減損の戻入
れを要求することで、経営者がビッグバス会計を行ない、翌期以降の財務指標の向上を図
るというインセンティブを失わせることができると考えたからである。
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4序章 はじめに
固定資産の減損会計、とりわけ減損損失をどのように測定するべきであるかが本論文の主要な検
討課題である。
日本において「固定資産の減損に係る会計基準」が設定されたのは 2002 年であったが、そのこ
ろと現在（2012 年）とでは会計をめぐる環境が大きく変化している。そのような環境変化は、固
定資産の減損に係る会計基準」を改訂する必要性を生み出しているかもしれない。特に、「会計上
の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」の導入や、連結財務諸表における包括利益計算書の開示
の導入は、「固定資産の減損に係る会計基準」のあり方に大きな影響を及ぼす可能性がある。それ
は以下の理由による。
「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」が公表されるまでは、減価償却の修正は認識
時に一括して特別損益としていたため、減損損失の区分が問題にはならなかった。しかし、「会計
上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」の導入によって減価償却の修正は将来に渡ってその影
響額を認識していく方法に変更となった。そのため、基準設定当初の理由によって減損損失の中に
減価償却の修正部分を含めることはできなくなったといえる。こうした状況下で、「固定資産の減
損に係る会計基準」にはどのような修正が求められることになったのかは、本論文の大きなテーマ
の 1 つである。
本論文ではまた、減損会計を支えている基本的な考え方の比較も大きな研究主題のひとつと位置
づけている。よく知られているように、固定資産の減損会計は配分の手続であるのか、評価の手続
きであるのかという論点が存在する。結論を先取りすると、本論文では配分と評価とを二元的・対
立的なものととらえる伝統的な考え方を与件とせず、むしろ配分と評価を両立させる形で固定資産
の減損会計を意味づけられないかどうかを模索する。そもそも配分と評価はトレード・オフに関係
ではなく共存可能なものであり、包括利益の導入により配分と評価を両立させた基準が実際にも生
まれてきている。そうした事情もふまえ、本論文では固定資産の減損会計についても配分と評価を
両立させた会計処理について模索する。
本論文ではさらに、減損処理の対象となった資産を回収可能価額、とりわけ使用価値で評価した
場合には、自己創設のれんが混入するのではないか、という伝統的な論点も研究課題のひとつと位
置づけている。自己創設のれんの計上の禁止は会計を支える基礎概念であるため、かりに使用価値
による評価が自己創設のれんの計上を伴うのであれば、それは固定資産の減損会計においても大き
な問題となりうる。しかし、未だにその解決は行なわれていない。本論文では使用価値に自己創設
5のれんは含まれるのかどうかということについて、固定資産の利益計算の方法に着目してその解決
を図っていくこととする。
なお「固定資産の減損に係る会計基準」が運用開始されてから数年が経過し、固定資産の減損会
計に関する実証研究も蓄積されている。こうしたことから、本論文では、固定資産の減損処理に関
する実証研究の成果にも目向け、そこから基準設定のあり方に関する何らかのインプリケーション
を得たいと考えている。
そこで、本論文の構成は以下のようになる。
まず、第一章において、米国基準、国際会計基準、日本基準において固定資産の減損処理の概要
を要約する。ここではとりわけ、次章以降における考察に備え、固定資産の減損会計を支える基本
的な考え方が各国で異なっている事実に着目する。
そして、第二章では、前章で明らかになった各国基準を支える基本的な考え方についての考察を
行なう。そこでは、まず、各国基準を支える基本的な考え方の違いが各国の会計基準全体の背後に
ある基礎概念（概念フレームワークなど）の違いによって生み出されているものかどうかを確認す
る。次いで、もし可能であれば、そこでいう基礎概念と関連づけて基本的な考え方についての優劣
比較を行なう。そうした検討の趣旨は、現代の財務報告環境に最も適合する基本的な考え方を解明
することにある。
次の第三章においては、前章で明らかになった「現代の財務報告環境に適う基本的な考え方」の
みならず、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」とも整合的な「固定資産の減損に関
する新たな会計処理」について考察する。これと併せて、配分と評価の両立を図った会計処理につ
いても考察し、現代の環境変化に合わせた固定資産の減損会計に関する最終的な結論を得る。
さらに、第四章では、現代の環境変化に合わせた固定資産の減損会計について実際にどのように
測定するのかについての考察を行なう。ここでは使用価値に自己創設のれんが含まれるのかどうか
が大きな検討課題となる。
最後の第五章では、実証研究の成果から、固定資産の減損会計に関する会計基準に関する新たな
知見を得る予定である。
以上が本論文の構成である。
6第一章 固定資産の減損に係る日欧米の基準の概要
第一節 はじめに
第 1 章に記したように、ここでは固定資産の減損処理に関する各国の基準を概観する。その際、
次章以降の考察に備え、各国基準を支えている基本的な考え方の異同点に着目する。
第二節 米国基準
第一項 基本的な考え方
米国基準は固定資産の減損についての基本的な考え方はSFAS144 号B34 に記されている。具体
的には以下の通りである。
SFAS144 B34
当審議会は、減損した資産を売却せずに使用し続けるという意思決定は、経済的に当該資産に投
資する意思決定に類似し、…（中略）…。
資産の使用により予測される将来キャッシュ・フローが当該資産の帳簿価額の回収をもたらさな
いと企業が決定した時には、当該資産を売却し、その代金を代替目的に使用するか、又はその減損
した資産を継続して事業に使用するかの意思決定をしなければならない。当該意思決定は、恐らく
これらの代替案により予想される将来キャッシュ・フローの比較に基づいて行われるため、実質的
に資本投下の意思決定にほかならない。どちらの代替案においても、減損した資産の売却代金は、
資本投下の意思決定において検討される。その結果、減損した資産の使用を継続する意思決定は新
しい資産取得の意思決定に相当し…
（以下略）
資本投下し新しい資産を取得する意思決定は通常、時価と予想される将来キャッシュ・フローと
を比較することで行われる。一方で、固定資産に減損が生じた場合に当該資産を継続的にして事業
に使用する場合には、その意思決定は当該資産の時価である売却代金と予想される将来キャッシ
ュ・フローとの比較によって行われる。つまり、減損が生じた場合に経営者が行う意思決定は新た
7な資産を取得する場合の意思決定と同様なプロセスで行われる。そのため、減損した固定資産を継
続して使用するという意思決定は新たな資産の取得の意思決定に相当すると考えられる。
このように、米国基準は減損が生じた場合には投資の清算・再投資が行われたとみている。これ
が米国基準の固定資産の減損に関する基本的な考え方である。
第二項 減損の認識基準
SFAS144 号 7項
7.本基準書の目的上、減損とは、長期性資産（資産グループ）の帳簿価額がその公正価値を超過す
る時に存在する状態をいう。減損は、長期性資産（資産グループ）の帳簿価額が回収できず、また
はその公正価値を超過する場合にのみ、認識しなければならない。長期性資産（資産グループ）の
帳簿価額が、当該資産（資産グループ）の使用及び最終的な処分から生じると予測される割引前キ
ャッシュ・フローの総額を超える場合には、長期性資産（資産グループ）の帳簿価額が回収できな
い。以下略
付録B 背景説明及び結論の根拠
B.15本基準書は、長期性資産（資産グループ）の帳簿価額がその割引前キャッシュ・フローにより
回収できず、かつその公正価値を超えている場合にのみ減損損失を認識する、基準書 121号の要求
を持続している。基準書 121 号で、当審議会は、実務的な理由により割引前キャッシュ・フロー回
収可能性テストを要求することに決定した。その決定に到達するために、当審議会は、減損損失の
認識について代替的な基準を検討したが、退けた。すなわち、当審議会は、(a)経済的な（公正価値）
要件、(b)永続的な要件、(c)蓋然性の要件を検討した。当該要件は、基準書第 121 号第 60-62 項で
討議している。
経済的な要件は、資産の帳簿価額が当該資産の公正価値を超過したときはいつでも損失の認識を
要求する。この要件は、継続している低価法による棚卸資産の測定と同様に長期性資産の減損の継
続的な評価を求めるアプローチである。この経済的な要件は、資産の測定に基づく。認識及び測定
に同一の測定規準を使用することは、同一の事実のもとでは整合した結果を保証する。しかし、経
済的な要件は個々の資産の公正価値が継続的に利用できることを前提とする。その他の場合には、
8どの資産をどの期間に測定する必要があるかを決定する事象又は状況の変化を必要とするであろ
う。討議資料へのある回答者は、測定の結果をもって減損損失の認識をもって減損損失の認識を誘
発する十分な理由とするべきではないと指摘した。彼らは、一時的な市場の変動だけを反映する測
定規準から生じる評価減の認識を避けるために、永続的又は蓋然性の要件のいずれかを使用するこ
とに賛成した。
永続的な要件は、資産の帳簿価額が当該資産の公正価値を超過し、またその状況が永続的と判断
される時に損失の認識を要求する。討議資料へのある回答者は、認識する前に損失は一時的はなく
永続的でなければならないと指摘した。彼らの見解では、生産用資産を早まって償却することを防
ぐために、減損損失の認識には高い障害物を必要とする。他の者は、減損損失が永続的であるよう
要求することは、当該要件を制限的にしすぎ、多少の信頼性をもって適用することが事実上不可能
にしてしまうと述べた。更に他の者は、永続的な要件は、実務上導入できないことに注目した。彼
らの見解では、経営者に損失が永続的か否かの評価を要求することは、判断を適用する経営者の能
力を超えており、経営者に将来の事象を確実に予測することを要求することになる。
蓋然性の要件は初め問題点資料に記載されたが、FASB 基準書第 5 号「偶発事象の会計処理」で
取ったアプローチに基づいた損失の認識を要求する。当該アプローチを使用すれば、減損損失は、
資産の帳簿価額の全額はできない可能性が高いと考えられる時に認識する。討議資料へのある回答
者は、減損損失が生じたという蓋然性を評価することはすでに基準書第 5号によって要求されてい
るため、他の代替的な認識方法より望ましいと述べた。討議資料への大部分の回答者は、彼らの見
解では、当該要件が最も経営者の判断を提供するとして、蓋然性の要件を支持した。
米国会計基準は第 7項にあるように、減損の兆候のある固定資産に係る割引前キャッシュ・フロ
ーが当該資産の帳簿価額を下回る時に減損を認識することにしている。この結論は、第一項で述べ
た投資の清算・再投資という基本的な考え方から導かれるものではなく、基本的な考え方とは独立
した考え方といえる。
第三項 減損損失の測定基準
米国基準において減損損失の測定基準はSFAS144号 7 項に規定され、その結論の背景は基本的
考え方でも示した付録BのB34 に示されている。
9（前略）その評価は、使用中（第 19項）又は開発中（第 20 項）かを問わず、回収可能性をテスト
する日の資産（資産グループ）の帳簿価額に基づかなければならない。減損損失は、長期性資産（資
産グループ）の帳簿価額がその公正価値を超過する金額によって測定しなければならない。
このように、米国基準においては減損損失の測定基準を公正価値としている。つまり、減損を認
識した資産（資産グループ）についてはその帳簿価額を公正価値まで切り下げ、帳簿価額と公正価
値の差額を減損損失とするのである。この会計処理は米国基準の減損に関する基本的な考え方から
導かれる会計処理である。米国基準の減損に関する基本的な考え方は減損により投資の清算・再投
資が行われるとみるものであった。ここで投資の清算・再投資が行われた場合には、いったん公正
価値で当該資産を売却し（清算）、同時にその売却金額をもって当該資産を取得した（再投資）と
考えられる。そのため、投資の清算・再投資が行われた資産については公正価値まで帳簿価額を切
り下げ、帳簿価額と公正価値との差額は利得・損失とする。このような会計処理は異種資産の交換
取引や企業結合会計におけるパーチェス法にもみられる。これらのケースと同様、投資の清算・再
投資が生じたとみなされる固定資産の減損においても公正価値まで帳簿価額を切り下げるべし、と
いうのが米国の考え方である。
また基本的な考え方に基づく論拠以外に、付録BのB34 において測定基準としての公正価値の採
用を以下のようにサポートしている。
当審議会は、公正価値が容易に理解出来る概念であると考えている。それは、資産を自発的な当
事者間の当座の取引で買い又は売ることができる金額である。公正価値の測定規準は経済理論に基
礎を置き、市場の現実に基づいている。公正価値の見積りは、多くの資産、特に機械装置について、
出版物の形で簡単に利用できる。ある資産については、複数のオンライン・データ・ベース・サー
ビスが最近の市場価格の情報を提供している。公正価値の見積額は、自発的な当事者間の取引によ
り資産が交換された時にいつでも定期的な検証の対象となる。
さらに公正価値以外の測定規準を採用しなかった理由を付録B のB35-B38 において次のように
示している。
B35.基準書 121号で、当審議会は、歴史的原価の枠組みで達成できたはずの減損損失を測定する
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ための公正価値以外の測定規準を検討したが、退けた。特に当審議会は(a)回収可能原価の測定規準、
(b)利息を含む回収可能原価の測定規準、及び(c)異なる減損損失には異なる測定規準を検討した。
B36.基準書第 121号第 77-81 項は、回収可能原価の測定規準を次のように討議した。
回収可能原価は資産の使用年数にわたって生み出されると予測される、割引前将来キャッシュ・
フロー総額によって測定される。例えば、ある資産の帳簿価額が$1,000,000、残存耐用年数 5年、
5 年間の予想される将来キャッシュ・フローが 1 年$180,000 とすれば、回収可能原価は$900,000
（5×$180,000）となり、減損損失は$100,000（$1,000,000-$900,000）となるであろう。
当審議会は、減損損失の測定規準として回収可能原価を採用しなかった。回収可能原価による測
定規準の支持者は、減損は資産の帳簿価額が回収できない結果であると考える。彼らは、減損した
資産を維持する意思決定を投資の意思決定であるとは考えず、減損損失の認識を資産の歴史的原価
の修正であると考える。彼らは、割引前の予想される将来キャッシュ・フロー総額によって測定さ
れた回収可能原価が減損した資産の適切な帳簿価額であり、当該金額によって減損損失を決定する
べきだと主張する。
回収可能原価による測定規準の支持者は、取引又は他の事象が当該資産の公正価値による新しい
基礎を正当化できない限り、資産の公正価値は目的適合した測定規準であるとは考えず、減損がそ
のような事象であるとは見ない。
回収可能原価による測定規準の支持者は、減損した資産を公正価値又は割引後の現在価値により
測定すると減損した期間の純利益の不適切な過小表示及び後の期間の純利益に過大表示をもたら
すと主張する。当審議会はそのような見解に同意しなかった。当審議会は、減損した資産を回収可
能原価で測定すると、企業が当該資産に直接関連した負債を負っていた場合には、将来期間に損失
を報告する結果になることに着目した。
回収可能原価による測定規準の支持者は、利息費用を実際の負債費用の発生
であるか、負債利率を使用して予測される将来キャッシュ・フローを割引いた結果であるかを問わ
ず、減損損失の一部に含めるべきではない期間費用とみている。
B37. 基準書第 121号第 82-85 項は、利息を含む回収可能原価の測定規準を次のように検討した。
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利息を含む回収可能原価は、通常(a)実際の負債にかかる利息費用を含む割引前の予測される将来キ
ャッシュ・フロー総額、又は(b)予測される将来キャッシュ・フローを例えば負債利率のようなある
年利率によって割引いた現在価値のいずれかによって測定される。例えば、ある資産の帳簿価額が
$1,000,000、残存耐用年数が 5 年、5年間の予想される将来キャッシュ・フロー（利息を除く）が
1 年＄180,000、負債利率が 6%とすれば、利息を含む回収可能原価は$758,225(4.21236
×%180,000)となり、減損損失は$241,775($1,000,000−$758,225)となるであろう。
当審議会は、減損損失の適切な測定規準として、利息を含む回収可能原価を採用しなかった。利
息を含む回収可能原価による測定規準の支持者は、当該測定規準に貨幣の時間的価値を考慮するべ
きだとういうことには同意するが、彼らは、貨幣の時間的価値を公正価値の要素というより、むし
ろ原価回収に要素と考える。支持者は、減損した資産の測定目的は回収可能原価であるべきで、公
正価値であるべきではないと考える。しかし、彼らは、回収可能原価の決定に当たり、利息を保有
費用として含めるべきだと考える。彼らにとって、当該目的は回収できない原価（貨幣の時間価値
を含む）を減損損失として認識することであり、また、減損した資産を回収できる原価により測定
することである。
実際の負債と個々の資産との関連づけを試みることは難しいため、利息を含む回収可能原価によ
る測定規準の支持者は、限界借入率などの負債利率を利用した、予測される将来キャッシュ・フロ
ーの現在価値が、彼らの測定目的を達成する実際的な方法であると考える。彼らは、負債のない企
業も予測されるキャッシュ・フローを割引くよう要求されるであろうということを認める。彼らは、
初期投資の意思決定には資金の負債又は資本費用を考慮に含めたはずだと考える。
当審議会は、利息を含む回収可能原価による測定規準を使用すると、実質的に同一の減損した資
産を、異なる負債負担能力を有する異なる企業が有するため、当該資産について種々の帳簿価額を
もたらすと考えている。当審議会は、負債利率を使用して予想される将来キャッシュ・フローを割
引くことが当該資産の価額に決定する適切な測定規準であるとは考えない。
B38. 基準書 121号第 86 項は、異なる減損損失には異なる測定規準を次のように討議した。
当審議会はまた、異なる減損には異なる測定規準を要求する代替的アプローチを考慮したが採用
しなかった。一つの極端は、減価償却の仮定を適切に修正しなかったために資産が減損したとする
ものである。他の極端は、使用方法の著しい変化があったために資産が減損したとするものである。
12
ある者は、前者の場合は、減価償却の「追いつき」修正に類似し、したがって割引かない測定規準
を使用するべきだと考える。彼らは、後者の場合は同一の使用意図をもって資産に新規投資するの
に類似し、したがって公正価値の測定規準を使用するべきだと考える。当審議会は、異なる測定規
準の使用を支持する前者と後者の場合の運用できる区分方法を開発することができなかった。
公正価値以外に考えられる測定規準としては、(1)割引前将来キャッシュ・フロ （ー負債に係る利
息は度外視）、(2)割引前将来キャッシュ・フロー（負債に係る利息を含む）、および(3)負債利率等
の年利率を用いた将来キャッシュ・フローの割引現在価値が挙げられているが、FASB がこれらを
採用しなかった理由は以下の通りである。
まず、負債に係る利息を度外視した割引前将来キャッシュ・フローを測定規準とすると、企業が
減損資産の取得に要した負債があった場合に、将来期間に回収出来ない負債利子が計上されるため
将来期間に損失を報告することになる。そのため、この方法は採用しないこととされている。
次に、負債コストを将来キャッシュ・フローに反映させる方法に関しては、負債コストを加味す
るべきと考える支持者であっても資産と負債とを関連づけるのが困難であるとして現実ではない
と考えているため、採用していない。
最後に将来キャッシュ・フローを負債利率等の年利率で割引く方法に関しては、貨幣の時間価値
を考慮する点にはFASB も同意している。しかし、同じ資産を有しているが、負債負担能力が異な
る企業が存在する場合には企業によって割引率が異なり、減損損失認識後の帳簿価額が様々な値に
なるという点を問題に考え、この方法は採用しなかった、とされている。
また帳簿価額の切り下げの要因として(1)償却不足による減損と(2)資産の使途の変更による減損
がある。この 2 つに関しては性質が異なるため異なる測定規準を適用することも考えられる。しか
し、これら 2 つを区分する方法をFASBは発見できなかったとして両者を区別しないこととしてい
る。
第四項 減損損失の戻入
米国基準において減損損失の戻入に関しては SFAS144 号の第 15 項に規定しており、その背景
を付録B のB53において説明している。
SFAS144号第 15項
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減損損失を認識した場合には、当該長帰省資産の修正後の帳簿価額をその新しい原価の基礎とし
なければならない。償却性長期性資産については、新しい原価を当該資産の残存耐用年数にわたっ
て減価償却（償却）しなければならない。前に認識した減損損失の戻入は禁止される。
付録B 53
本基準書は、前に認識した減損損失の戻入れに関する基準書第 121号の禁止を持続している。基
準書 121号第 105項は、当審議会の結論の根拠を次のように討議した。
当審議会は、前に認識した減損損失の戻入れを禁止するか要求するかを検討し、減損損失は、結
果として減損した資産に新しい原価の基礎をもたらすべきだと決定した。当該原価の基礎は、当該
資産を減損しなかった他の資産と同一の基礎を置く。当審議会の見解では、新原価の基礎はその後、
現存の会計モデルのもとで規定されている減価償却の見積もり及び方法の将来への変更並びによ
り以上の減損損失以外に修正してはならない。公開草案への大部分の回答者は、戻入れを禁止する
べきだとする当審議会の決定に同意した。
米国基準が固定資産の減損を新規投資と同様の経済的効果を有すると考えているというのは、第
一項で述べた通りである。一般に、新たに取得した資産の取得原価は、たとえ事後的に収益性が当
初よりも向上したからといって帳簿価額を修正することはしない。この会計処理との整合性から減
損損失認識後に収益性が回復したとしても、固定資産の減損を新規投資と見る限り減損損失の戻入
れは禁止される。
第三節 国際会計基準
第一項 基本的な考え方
国際会計基準の固定資産の減損に関する基本的な考え方は、IAS 第 36 号「資産の減損」の第 1
項に以下のように示されている。
IAS第 36 号第 1項
1 本基準の目的は、企業が資産に回収可能価額以上の帳簿価額を付さないことを保証するための
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手続きと定めることである。資産は、その帳簿価額が使用又は売却によって回収される金額を超過
する場合には、回収かの価額を超える価額を付されていることになる。このような場合には、資産
は減損しているものとされ、本基準は企業が減損損失を認識することを要求している。本基準はま
た、企業が減損損失の戻入れをしなければならない場合を特定し、減損した資産に関する一定の開
示についても定めている。
このように国際会計基準において、固定資産の減損会計は「資産の帳簿価額は回収可能な金額で
あるべき」という考え方に支えられている。資産の収益性が低下し、帳簿価額の金額が回収不能に
なった場合に帳簿価額を回収可能価額まで切り下げるのが国際会計基準の基本的な考え方である。
第二項 減損損失の認識基準
国際会計基準における減損損失の認識基準は IAS第 36 号第 59項に定められている。また IASC
が検討した認識規準については結論の背景の第 95項に示されている。
IAS第 36 号第 59項
59 資産の回収可能価額が帳簿価額より低い場合には、その場合のみ、当該資産の帳簿価額をその
回収可能価額まで減額しなければならない。当該減額は減損損失である。
結論の背景第 95項
BCZ95
IAS 第 36 号は、減損損失は、資産の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合にはいつでも、認識す
ることを要求している。IASC は、財務諸表に減損損失を計上するためのさまざまな規準を検討し
た。
(a)減損損失が永久的である場合の認識（「永久的規準」）
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(b)資産が減損している可能性が高い、つまり企業が資産の帳簿価額を回収できない可能性が高いと
考えられる場合の認識（「蓋然性規準」）
(c)回収可能価額が帳簿価額を下回る場合の即時認識（「経済的規準」）
IASC 減損損失の認識規準として(a)減損損失が永久的である場合に認識する方法(b)資産が減損
している可能性が高い、つまり企業が資産の帳簿価額を回収できない可能性が高いと考えられる場
合に認識する方法、(c)回収可能価額が帳簿価額を下回る場合に即時認識する方法の 3 つを検討した。
その結果として、減損の兆候のある資産に関してその帳簿価額が回収可能価額を上回る場合に減損
損失を即時認識する(c)の方法を採用した、とされている。
この結論は、国際会計基準を支えている上記の基本的な考え方から自然と導かれるものとは言え
ない。確かに回収可能価額が帳簿価額を下回る場合に損失を即時認識するという考え方は、資産の
帳簿価額の回収可能性を担保するための認識規準といえる。しかし、IASC が他に検討した減損損
失が永久的である場合の認識及び企業が資産の帳簿価額を回収できない可能性が高いと考えられ
る場合の認識に関しても資産の帳簿価額の回収可能性を反映するための認識規準であることに違
いはない。これらの違いは帳簿価額が回収不能となっている可能性の高低の違いであって回収可能
性を反映するという基本的な考え方は共通している。したがって IASC が採用した認識規準は減損
の基本的な考え方に沿うものではあるが、基本的な考え方からその方法だけが一意的に導かれるも
のではない。
IASCが(c)の方法を採用し、他の方法を採用しなかった理由は以下の通りとされている。
「永久規準」に基づく認識
BCZ96
永久規準の支持者は次のように主張する。
(a)この規準は、資産の回収かの価額の一時的な低下の認識を回避する。
(b)減損損失の認識とは、将来の営業活動にかかわるものである。将来の事象の会計処理のための取
得原価主義とは対照的となる。又は減価償却（償却）は資産の想定残存耐用年数にわたってこれら
の将来損失を反映させるものである。
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E55 「資産の減損」に対するコメント提出者で、この考え方を支持したのはごく少数であった。
BCZ97
IASCは、次の理由から「永久的規準」を棄却することを決定した。
(a)減損損失が永久的かどうかを判断することは困難である。この要件を採用することで、減損損失
の認識が遅れる危険性が存在する。
(b)この要件は、資産は将来の経済的便益を生み出す資源であるとする基本的な考え方と矛盾する。
原価ベースの発生主義会計は、将来の予測を参考せずに事象を反映することはできない。回収可能
価額の減少に通じる事象がすでに発生している場合には、帳簿価額は同じように減額するべきであ
る。
「蓋然性」規準に基づく認識
BCZ98
減損損失は、資産の帳簿価額が完全に回収できなくなる可能性がある場合のみ、認識すべきであ
ると主張する者がいる。「蓋然性」規準の支持者は、次のように二分された。
(a)将来キャッシュ・フローの合計（割引前及び金利費用の配分前）を基にする認識トリガーを「蓋
然性」規準を実行するための実務上の手法として使用することを支持する人々
(b)IAS第 10号「偶発債務及び後発事象」（1994年リフォーマット）の定めを反映させることを支
持する人々
割引前将来キャッシュ・フローの合計（金利費用なし）
BCZ99
国の基準設定機関の中には、「蓋然性」規準を減損損失の認識の規準として用いて、この要件を実
行するための実務上の手法として、減損損失は、資産からの割引前将来キャッシュ・フロー（割引
前で金利費用が配分されていない）が資産の帳簿価額を下回る場合のみに認識すべきであると要求
するところもある。減損損失は、認識される場合には、資産の帳簿価額と、公正価値で測定される
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回収可能価額の差異として測定する（相場市場を基にする、又は相場市場価格が存在しない場合に
は、類似の資産の価格と現在価値に割り引かれるキャッシュ・フローの合計、オプション価格決定
モデル、マトリックス・プライシング、オプション調整済スプレッド・モデル及び基本的分析など
評価技法の結果を織り込んで見積る）。
BCZ100
この手法の特徴の 1つは、減損損失の認識と測定の基準が異なることである。例えば、資産の公
正価値がその帳簿価額を下回っていても、減損損失は、割引前キャッシュ・フロー合計（金利費用
の配分は行われていない）が当該資産の帳簿価額より大きい場合には認識されない。これは、特に
資産が長い耐用年数を有する場合に発生する可能性がある。
BCZ101
割引前キャッシュ・フロー合計（金利費用の配分は行われていない）を認識トリガーとして使用
することを支持する人々は、次のように主張する。
(a) 割引前金額を基に認識トリガーを使用することは、取得原価に関するフレームワークに準拠す
る。
(b) 一時的な減損損失の認識と、財務諸表の利用者に誤解を与える潜在的に変動しやすい利益の生
成を避ける。
(c) 正味売却価額及び使用価値は具体化するのが困難である。資産の処分価格又は適切な割引率は
見積もるのが困難である。
(d) 減損損失を認識するためのより高い基準値となる。割引前将来キャッシュ・フロー合計が、予
測キャッシュ・フローを特定の将来期間に配分する費用が発生することなく、資産の帳簿価額に等
しい又は上回っているかの結論を比較的容易に出しやすい。
E55 「資産の減損」に対するコメント提出者のうち、この考えを支持した者は少数であった。
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BCZ102
上記の主張について検討したが、この手法を次の理由から棄却した。
(a) この方法により資産が減損していることが特定されるとき、合理的な企業であれば、投資意思
決定を行う。したがって、資産が減損しているかどうかを判定するとき、貨幣の時間的価値及び資
産固有のリスクを検討することは適切である。これは、資産が長い耐用年数を有する場合には特に
そうである。
(b) IAS第 36号は、企業が毎年、各（償却可能）資産の回収可能価額を見積もることを要求して
いるのではなく、資産が大きく減損している兆候がある場合のみに見積もることを要求している。
適切な償却している資産が、回収可能価額の見積額を突然減少させるような事象や状況の変化が存
在しない限り、大きく減損する可能性は少ない。
(c) 蓋然性要因はすでに、使用価値の算定、将来キャッシュ・フローの予測、及び回収可能価額は
正味売却価額及び使用価値のどちらか高い方とする定めに、織り込まれている。
(d) 回収可能価額を算定するのに用いられる仮定に好ましくない変化が生じる場合には、利用者が
タイムリーに仮定の変更について通知されるのであれば、それは利用者にとって有用となる。
IAS第 10 号（1994 年リフォーマット）に基づく蓋然性規準
BCZ103
IAS 第 10 号は、偶発損失の額を、次に該当する場合には、費用及び負債として認識することを
要求している。
(a) 将来の事象から、関連する可能性の高い回収を考慮したのち、資産が貸借対照表日において損
なわれている、又は負債が発生していることが確認できる。
(b) その結果生じる損失の金額の妥当な見積もりが行われていた。
BCZ104
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IASC は、減損損失は IAS 第 10 号の定めに基づいて認識するべきであるとする考えを、次の理
由から棄却した。
(a) IAS 第 10 号の定めは十分に詳細なものになっておらず、「蓋然性」規準の適用を困難なもの
とするだろう。
(b) これらの定めは、可能性に関して不確実な要素まで織り込んでいる。確かに、上記で述べられ
るように、確立の要素はすでに、使用価値の見積り及び回収可能額は、正味売却価額及び使用価値
のどちらか高い方とする定めに織り込まれている。
「経済的」規準に基づく認識
BCZ105
IAS 第 36 号は、減損損失の認識について「経済的」規準に準拠している。すなわち、減損損失
は、資産の回収可能額が帳簿価額を下回る場合にはいつでも認識される。この要件はすでに、IAS
第 9 号「研究開発費」、IAS第 22 号「企業結合」及び IAS第 16号「有形固定資産」など、IAS第
36 号より多くの基準で用いられている。
BCZ106
IASC は「経済的」規準は、企業が全体として生成する将来キャッシュ・フローを利用者が見積
もるときに、有用となる情報を提供するための最善の規準であるかどうかえお検討した。資産が減
損しているかどうかを判定するための貨幣の時間的価値及び資産に固有のリスクを見積もるとき、
減損損失の可能性又は永久性などの要因は、測定に織り込まれている。
BCZ107
E55 に対するコメント提出者の大半が、減損損失は「経済的」規準を基に認識すべきであるとす
る IASCの考えを支持した。
まず永久的規準を採用しなかった理由については、減損損失が永久的かどうかを判断することは
困難であることと、資産は将来の経済的便益を生み出す資源であるとする基本的な考え方と矛盾す
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ることが挙げられている。
次に蓋然性規準を採用しなかった理由は次の通りである。まず、将来キャッシュ・フローを見積
って資産が減損しているかどうかを判定する手法であると、合理的な企業であれば投資伊決定を行
なう。投資意思決定を行なうのであれば、貨幣の時間的価値や資産固有のリスクを検討することが
適切であるため、割引を行なわない蓋然性規準は適当ではない。また、資産が大きく減損している
兆候がある場合にのみ将来キャッシュ・フローを見積ることを要求している。そのため適切に償却
している資産が大きな環境変化が無い限りは大きく減損する可能性は少ないため、一時的な減損損
失の認識がされる可能性は少ない。したがって認識の段階で蓋然性を要求する必要はない。さらに
蓋然性要因は既に使用価値の算定、将来キャッシュ・フローの予測、及び回収可能額は正味売却価
額と使用価値のどちらか高い方とする定めに既に織り込まれているため認識に蓋然性要因は必要
ないことも理由として挙げられている。
第三項 測定規準
国際会計基準における減損損失の測定規準は以下のように定められている。
IAS第 36 号第 59項
59 資産の回収可能価額が帳簿価額より低い場合には、その場合のみ、当該資産の帳簿価額をその
回収可能価額まで減額しなければならない。当該減額は減損損失である。
このように国際会計基準は減損損失の測定規準として回収可能価額までの帳簿価額の切り下げ
を要求している。これは基本的な考え方である、帳簿価額の回収可能性の評価から導かれる結論で
ある。そして回収可能価額の具体的な内容は以下のように定めている。
IAS第 36 号第 18 項
18 本基準は、回収可能価額を資産の売却費用控除後の公正価値及び使用価値のどちらか高い金額
と定義している。（以下略）
つまり、資産に係る売却費用控除後の公正価値及び使用価値のどちらか高い金額（=回収可能価
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額）が当該資産の帳簿価額を下回る場合に帳簿価額を回収可能価額まで切り下げるのが国際会計基
準の測定規準である。
IASC はこのような会計処理について回収可能価額を採用した理由は示しておらず（基本的な考
え方からすれば自明ではあるが）、回収可能価額の採用を前提としてその具体的な内容（IAS第 36
号第 18 項）についての採用理由のみを示している（結論の根拠 第 9項-第 94項）。
そして回収可能額の内容を定める上でIASCは企業が減損した資産を発見した場合にどのように
行動するかを検討し、これに沿うように測定規準を定めることした。具体的には以下に示されてい
る。
結論の背景 第 9項
BCZ9
回収可能価額の測定を律する原則を策定するにあたり、IASCは第 1段階として、資産が減損し
ていることを発見した場合に企業がどうするであろうかについて検討した。IASCはそうした場合、
企業は資産を保有するか又は処分するであろうという結論を下した。例えば、企業が資産のサービ
ス・ポテンシャルが低下していることがわかった場合、
(a) 企業は、売却による正味受取金がそれを営業活動で使用し続けるより投資利回りが高くなる場
合には、売却を決定するかもしれない
(b) 企業は、サービス・ポテンシャルの低下が当初予測していたものより低いものであっても、当
該資産を保有し使用することを決定するかもしれない。その理由としては次のようなものがある。
(ⅰ) 資産が即座に売却又は処分できない
(ⅱ) 資産が低い価格でしか売却できない
(ⅲ) 資産のサービス・ポテンシャルが回復できるが、それは追加の努力と支出をもってしてのみ
可能となる。
(ⅳ) 資産は、当初に予測した範囲ほどではないにしても、それでも利益を生み出す。
IASC は、合理的な企業による意思決定は、実質的に、資産から見込まれる将来の見積正味キャッ
シュ・フローに基づく投資意思決定であるという結論を下した。
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つまり、企業は減損した資産を使用し続けることもあれば、売却することもある。そして使用か
売却の意思決定は将来キャッシュ・フローを見積もることで行われる。このような企業の行動を踏
まえた上で測定規準を策定しようとした、とされている。
そのうえで、以下の 4 つの案のどれが上記の考え方を最も反映するかを検討している。（結論の
根拠 第 10項）
(a) 将来割引前キャッシュ・フロー
(b) 公正価値
(c) 使用価値
(d) 正味売却価額と使用価値のいずれか大きい方
これらのうち、公正価値、正味売却価額、使用価値のいずれも資産から予定される将来の正味の
キャッシュ・フローの現在価値の計算値を反映するものであるという性質は共通している。これら
の 3 つの属性値全てが貨幣の時間的価値と、資産に係る将来キャッシュ・フローの実際値と実現時
期が見積もりから異なるかもしれないとするリスクを織り込んだものになっている。その一方で、
公正価値は将来キャッシュ・フローの現在価値についての市場の期待を表し、正味売却価額は将来
キャッシュ・フローから資産を処分するための直接的な増加費用を除いた価額の現在価値に関する
市場の期待を反映し、使用価値は将来キャッシュ・フローの現在価値の企業の見積もりである点が
異なる点である。公正価値と正味売却価額は個々の企業が用いているような仮定を市場が使用して
いない場合があるので使用価値と異なる場合がある。（結論の根拠 第 11項）
IASCが検討した属性値の異同点はこのようなものである。
これらのうち、IASBが最終的に(a)将来割引前キャッシュ・フローを採用しなかった理由は以下
の通りである。
結論の根拠 第 13項
BCZ13
IASC は、次の理由から割引前キャッシュ・フローの合計を基にした回収可能価額の測定を却下し
た。
(a) 回収可能価額の測定の目的は、投資に関する意思決定を反映することである。価格が安定して
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いても、貨幣には時間価値が存在する。将来キャッシュ・フローが割り引かれなかったら、同じ金
額のキャッシュ・フローを生じるが、その実現時期が異なる 2 つの資産は、同じ回収可能価額を示
すことになる。しかしながら、すべての合理的経済的取引は貨幣の時間価値を考慮するので、それ
らの現在市場価値は異なるものになる。
(b) 貨幣の時間的価値を考慮する測定値は、財務諸表において採用されている一般的測定基準とは
関係なく、投資家、財務諸表の外部利用者及び資源配分について意思決定を行う経営者にとってよ
り適切になる。
(c) 多くの企業は既に、特に投資に関する意思決定を支援するものとして、割引手法の利用を親し
んでいる。
(d) 割引は、長期引当金や従業員給付債務など、将来キャッシュ・フローの期待値を基にしている
財務諸表のその他の分野において、既に要求されている手法である。
(e) もし利用者が、少なくとも貨幣の時間価値に対応するだけの十分な利回りを獲得しなくなる資
産についてタイムリーに認識することができるとすれば、利用者にとって良いことである。
まず、(a)は回収可能価額の測定の目的に割引前キャッシュ・フローは沿わないことを理由に却下
している。また(b)は、取得原価会計は資産の経済的価値の測定とは関係ないから、貨幣の時間的価
値を考慮するべきではないとの主張に対する反論であると考えられる。さらに(c)及び(d)は財務諸
表における割引の役割や資産を一般的にどのように測定すべきかを調査及び議論することなしに
割引手法を用いることは尚早であり、複数の測定規準（取得原価と割引金額等）が存在することは
利用者に混乱を与えることになるという主張に対する反論であると考えられる。最後の(e)は、割引
を行えば認識される減損損失の件数が増加し、減損損失の戻入れの規定と併せて、損益計算書が変
動する可能性のある要素を増加させることとなる。その結果、利用者が企業業績を理解することは
困難になるとの主張に対する反論である。ここで、適切な割引率を識別することは困難で、主観的
になる場合が多いという主張に反論はされていない。
次に公正価値を採用しなかった理由は以下のように示されている。
結論の根拠 第 17項
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BCZ17
IASC は、資産の回収可能価額は公正価値（観察可能な市場価格に基づく、又は観察可能な市場価
格が存在しない場合、類似の資産又は割引将来キャッシュ・フローの計算結果を考慮して見積られ
る）のみを参考に算定されるべきであるとする提案を棄却した。その理由は次のとおりである。
(a) IASCは、資産の回収可能価額に関する市場の予想（市場価格が入手可能な場合の公正価値及び
正味売却価額の根拠）を、資産を所有する企業が行う合理的な見積り（市場価格が入手できない場
合の公正価値及び使用価値の根拠）に優先させるべきではないと考えた。例えば、企業は市場で入
手可能となる情報よりも、将来キャッシュ・フローに関する優れた情報を有しているかもしれない。
(b) 市場価格は、公正価値を見積る方法であるが、それは両当事者、すなわち取得企業と売却企業
が自発的に取引を実行したいと考える場合のみに適用される。企業が資産を売却するより、使用す
る方が大きなキャッシュ・フローを生成できる場合には、回収可能価額を資産の市場価格を基にす
るのは、合理的な企業であれば自発的に資産を売却しようとはしないので誤解を与えることにな
る。したがって、回収可能価額は、2当事者間の取引（発生する可能性は少ない）のみを参考にす
るのではく、企業の使用からの資産のサービス・ポテンシャルを考慮するべきである。
(c) IASCは、資産の回収可能価額を評価するとき、適切となるのは、その他の資産との相乗効果
を含み、企業が資産から回収を期待する金額であると考えた。
まず、ある資産の回収可能価額に関する情報は市場よりも企業の方が優れた情報を有しているこ
とが理由として挙げられている。また、資産の使用価値が公正価値を上回る場合には合理的な企業
は当該資産を売却しないにも関わらず、公正価値で評価すると自発的に当該資産を売却するとの誤
解を与えることも理由に挙げている。また使用価値は主観的であり、公正価値の方が信頼できると
の反論に対しては以下のように応えている。
BCZ20
IASC は、IAS 第 36 号は、企業が市場と異なる、正当化されない仮定を用いることを防ぐのに十
分となる定めを盛り込んでいると考えた。例えば、企業は、次の事項を用いて、使用価値を算定す
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ることを要求される。
(a) 合理的で裏付けのある仮定を基にした、外部の証拠により重きを置くキャッシュ・フロー予測
(b) 貨幣の時間価値のその時点の市場の評価と資産固有のリスクを表す割引率
IASC は使用価値の算定に際してキャッシュ・フロー及び割引率の見積もりに関して一定の制約
を与えることで信頼性を確保できると考えているようである。
さらに使用価値には自己創設のれんが含まれるが、自己創設のれんは認識されるべきではないと
する規定（IAS38号第 48項）に反するとの反論に IASC は以下のように主張している。
BCZ43
IASC は、将来キャッシュ・インフローの見積りは、当初認識された資産（又は資産の一部が売
却、あるいは費消されている場合には残存部分）に関する将来キャッシュ・インフローのみを反映
すべきであるとする提案を棄却した。そうした定めの目的は、使用価値に自己創設のれんやその他
の資産との相乗効果による将来キャッシュ・フローを織り込むことを避けることである。これは、
自己創設のれんを資産として認識することを禁止するE60「無形資産」の IASCの提案に準拠して
いる
BCZ 44
多くの場合、当初認識された資産からの将来キャッシュ・フローを、自己創設のれん又は資産の
改善による将来キャッシュ・フローと区分することは実務上不可能である。事業が合併し、資産が
その後の投資により改良された場合など特にそうである。IASC は、回収の一部が自己創設のれん
によるものかどうかというより、資産の帳簿価額が回収されるかどうかに焦点を当てる方がより重
要であると結論を下した。
この主張は使用価値の見積もりに際して、個別資産に係る将来キャッシュ・フローのみを反映し、
自己創設のれんや他の資産との相乗効果を排除するべきという主張に対する反論であり、公正価値
を採用するべきとの主張に対する反論ではない。しかし、自己創設のれんの計上を認めつつもその
存在を容認している点では公正価値に対する反論にもなり得る。その論拠の要点は、自己創設のれ
んを排除するよりも、資産の帳簿価額が回収されるかどうかのほうがより重要だから、という点に
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求められる。しかし、自己創設のれんの排除よりも、なぜ資産の帳簿価額の回収可能性を重要視す
るかの根拠は示されていない。この規定に関しては、企業が資産の帳簿価額に回収可能価額以上の
金額を付すことを防止するならば 、自己創設のれんを排除したほうがより帳簿価額の回収可能性
が担保されるのではないだろうか、という疑問を抱かずにはいられない。
次に回収可能価額として使用価値を採用しなかった理由は以下のように示されている。
BCZ22
(a)資産の正味売却価額がその使用価値よりも高い場合には、合理的な企業はその資産を処分する。
この状況では、経済的実態とは関係のない減損損失を認識することを避けるために、回収可能価額
を資産の正味売却価額に基づいたものにすることが論理的である。
(b)資産の正味売却価額が使用価値より高いが、経営者がその資産を保有することを決定する場合、
資産を保有することについては翌期以後に経営者が行う決定なので、追加損失（正味売却価額と使
用価値の差異）は翌期以降に帰属する。
回収可能価額を企業の意思決定を反映させるという基本的な考え方から、使用価値で常に測定す
ることは否定される。合理的な経営者は正味売却価額が使用価値を上回る場合には、当該資産を売
却するからである。
次にIASCが回収可能価額の内容として使用価値と正味売却価額のどちらか高い方とした理由は
以下の通りである。
BCZ23
回収可能価額は正味売却価額及び使用価値のどちらか高い方であるべきであるとする定めは、資産
の回収可能価額の測定は合理的な経営者の可能性の高い行動を反映すべきであるとする判断によ
るものである。さらに、資産の回収可能価額に関する市場の期待（正味売却価額の根拠）を当該資
産を有する個々の企業が実行する合理的な見積り（使用価値の根拠）に優先すべきではないし、そ
の逆とすべきでもない（BCZ17 項から BCZ20 項及び BCZ22 項参照）。市場の想定が正しいもの
となる可能性が高いか、又は企業の想定の方がより正しいものとなる可能性が高いのかは不確実で
ある。現在、IAS 第 36 号の適用範囲に該当する資産の多くについて、完全な市場は存在しておら
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ず、誰が予測を行うかに関係なく、将来の予測が完全に正確なものとなる可能性は低い。
上記のとおり、IASB は、回収可能価額により評価すれば、企業の意思決定を反映した、その意
味で正しい評価となる、というのを基本的な考え方として回収可能額による評価を求めている。合
理的な経営者であれば、使用価値が正味売却価額を上回る場合には資産の保有を継続し、正味売却
価額が使用価値を上回る場合には資産の売却を選択する。このような意思決定を反映するためには、
回収可能価額は使用価値と正味売却価額のどちらか高い金額である必要がある。
また、減損が生じた資産の評価に際しては、長期にわたる見積りが要求されるため、市場の予測
も経営者の予測も正確になる可能性が低い。そのため測定の正確性が高い方を選択するべきという
議論はナンセンスと考えられる。使用価値と正味売却価額のどちらか高い方を回収可能価額として
採用したことは、上記のような議論とも関わっていると考えられる。
第四項 減損損失の戻入
国際会計基準における減損損失の戻入の規定は以下の通りである。
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企業は、各報告期間の末日において、過年度中に資産について認識した減損損失がもはや存在しな
いか、又は減少している可能性を示す兆候があるか否かを評価しなければならない。そのような兆
候が存在する場合には、企業は当該資産の回収可能価額の見積りをしなければならない。
114
過年度において、のれん以外の資産について認識された減損損失は、減損損失が最後に認識されて
から、当該資産の回収可能価額の算定に用いられた見積りに変更があった場合にのみ、戻入れしな
ければならない、この場合には、第 117 項に記述した場合をのぞき、資産の帳簿価額はその回収可
能価額まで増加させなければならない。当該増加は減損損失の戻入れである。
117
減損損失の戻し入れによって増加した、のれん以外の資産の帳簿価額は、過年度において当該資産
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について認識された減損損失がなかったものとした場合の（償却又は減価償却控除後の）帳簿価額
を超えてはならない。
まず、資産に減損の戻入れの兆候がある場合には、回収可能価額を見積もる。そして回収可能価
額が帳簿価額を上回る場合には減損損失の戻入れを行う。ただし、戻入れは過年度において計上し
た減損損失の金額を超えてはならない。このように減損の戻入れを要求した理由を IASCは以下の
ように説明している。
BCZ184
IASCが減損損失の戻入れを要求する理由は次のとおりである。
(a)フレームワーク及び従前には資産から生じるとは予測されていなかった将来の経済的便益は、そ
の確率が高くなったときに再評価するとする考え方に準拠している。
(b)減損損失の戻入れは再評価ではなく、戻入れによって資産の帳簿価額が、減損損失が認識されて
いなかった場合の減価償却控除後の当初原価を超えることとならない限り、取得原価会計に準拠し
ている。したがって、減損損失の戻入れは損益計算書で認識し、償却後取得原価を超える金額は再
評価額として会計処理すべきである。
(c)減損損失は見積りに基づいて認識され、測定される。減損損失の測定の変動は見積りの変更と類
似のものとなる。IAS第 8号「期間準損益、重大な誤謬及び会計方針の変更」は会計上の見積りの
変更は、(a)変更がその期間のみに影響を与える場合には、変更に係る期間について、又は(b)変更
が、変更に係る期間及び将来の期間に影響を与える場合には、その両方について、その純損益の算
定に織り込むべきであると要求している。
(d)減損の戻入れは、利用者に資産又は資産グループの将来の便益の可能性についてより有用な方向
性を提供する。
(e)減価償却は、もはや目的適合性のない従前の減損損失は反映しないので、当期及び将来の期間の
営業業績がより公平に説明されるであろう。減損損失の戻入れの禁止は、ある年度については減価
償却費を低くして大きな損失を計上し、その後の年度にはより大きな利益を計上するなど、濫用を
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もたらす可能性がある。
まず、国際会計基準は「帳簿価額の回収可能性の評価」を減損会計の基本的な考え方としていた。
そのため、帳簿価額が回収不能な場合に回収可能な価額まで帳簿価額を切り下げることとなる。と
するならば、仮に減損損失計上後に帳簿価額の回収可能性が回復したのであれば、過去に計上した
減損損失の正当性は失われる。そのため、帳簿価額の回収可能性が回復した場合には回収可能性が
回復しただけ減損損失を戻し入れることが求められる。
また資産の帳簿価額を切り上げる会計処理は取得原価主義に反するという反論に対して、IASB
は、減損損失計上前の原価（未償却残高）を超えなければ取得原価主義に反するわけではないと説
明している。
さらに、回収可能価額の評価は見積りであり、見積りが変更された場合はその影響を影響する期
間の純損益に算入することが要求されていることや、減損会計の濫用の防止しなければならないこ
とからも減損の戻入れを行う理由を説明している。
第四節 日本基準
第一項 基本的な考え方
日本基準の固定資産の減損会計に関する基本的な考え方は「固定資産の減損に係る会計基準の設
定に関する意見書」の三.3に以下のように示されている。
3.
固定資産の減損とは、資産の収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった状態であり、減
損処理とは、そのような場合に、一定の条件の 下で回収可能性を反映させるように帳簿価額を減額
する会計処理である。
減損処理は、本来、投資期間全体を通じた投資額の回収可能性を評価し、 投資額の回収が見込め
なくなった時点で、将来に損失を繰り延べないため に帳簿価額を減額する会計処理と考えられるか
ら、期末の帳簿価額を将来 の回収可能性に照らして見直すだけでは、収益性の低下による減損損失
を 正しく認識することはできない。帳簿価額の回収が見込めない場合であっても、過年度の回収額
を考慮すれば投資期間全体を通じて投資額の回収が 見込める場合もあり、また、過年度の減価償却
などを修正したときには、 修正後の帳簿価額の回収が見込める場合もあり得るからである。
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なお、減価償却などを修正して帳簿価額を回収可能な水準まで減額させる過年度修正は、現在、修
正年度の損益とされている。遡及修正が行われ なければ、過年度修正による損失も、減損による損
失も、認識された年度の損失とされる点では同じである。したがって、当面、この部分を減損損失と
区分しなくても、現行の実務に大きな支障は生じない。そのため、本基準では、他の基準を適用しな
ければならないものを除いて、回収を見込めない帳簿価額を一纏めにして、減損の会計処理を適用す
ることとした。
将来、過年度修正に対して遡及修正が行われるようになった場合には、 本基準において減損損
失に含められているもののうち、減価償却の過年度 修正に該当する部分については、減価償却の
修正として処理される必要が あると考えられる。また、この場合には、減価償却の修正前に減損
損失を 認識することについて、再検討される必要がある。
つまり日本基準は、投資期間全体を通じた投資額の回収可能性を評価し期末の帳簿価額を切り下
げる手続きを固定資産の減損会計に関する基本的な考え方としている。
期末の帳簿価額が過大となる理由には①減価償却不足と②収益性の低下とがある。国際会計基準
のように期末の帳簿価額の回収可能性を評価する手続きでは①減価償却不足による帳簿価額の過
大計上と②収益性の低下による帳簿価額の過大計上とを無視して帳簿価額を切り下げることにな
る。投資期間全体において投資額は回収可能であるが、期末の帳簿価額が過大となる場合は①減価
償却不足のみが過大となっている原因であり、収益性の低下を帳簿価額に反映させる減損会計の適
用はないはずである。このような事態を避けるためには投資期間全体の投資額の回収可能性を評価
し、①減価償却不足と②収益性の低下による帳簿価額の過大計上とを選り分けるのが日本基準の基
本的な考え方である。
ただ、固定資産の減損に係る会計基準が定められた当時は、減価償却の過年度修正については修
正年度の特別損益項目とされていた。そのため①過年度修正損益と②減損損失はともに認識された
年度の特別損益になる。とすれば、両者を区分把握することの実益は乏しい。こういう事情から、
現行の減損会計基準は、「基本的な考え方」に忠実であろうとすればほんらい区分把握すべき①と
②を纏めて減損の会計処理を適用することとしている。
ただし、平成 21 年に「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」が発表され、減価償却
の修正に関する会計処理方法が改正されており、減損会計基準が公表された時点と現在とでは財務
報告を取り巻く環境が変化している。この点については後述する。
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第二項 認識基準
 日本基準における減損損失の認識基準は「固定資産の減損に係る会計基準」二・２・⑴に以下の
ように示されている。
２ 減損損失の認識
(1) 減損の兆候がある資産又は資産グループについての減損損失を認識するかどうかの判定は、資
産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較すること
によって行い、資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価
額を下回る場合には、減損損失を認識する。
つまり、固定資産（グループ）に係る将来割引前キャッシュ・フローが帳簿価額を下回る場合に
減損損失を認識する。このような結論に至った理由は「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関
する意見書」の2・⑵に以下のように示されている。 
(2) 減損損失の認識
①減損損失の測定は、将来キャッシュ・フローの見積りに大きく依存する。将来キャッシュ・フロー
が約定されている場合の金融資産と異なり、成果の不確定な事業用資産の減損は、測定が主観的にな
らざるを得ない。その点を考慮すると、減損の存在が相当程度に実な場合に限って減損損失を認識す
ることが適当である。
本基準では、減損の兆候がある資産又は資産グループについて、これらが生み出す割引前の将来キ
ャッシュ・フローの総額がこれらの帳簿価額を下回るときには、減損の存在が相当程度に確実である
とし、そのような場合には減損損失を認識することを求めている。この減損損失を認識するかどうか
の判定は、減価償却の見直しに先立って行う。
減損損失の測定は将来キャッシュ・フローの見積もりに大きく依存するため不確実性が高く主観
性が強い。そのため減損の存在の可能性が極めて高い場合に減損損失を認識すべきといえる。こう
したことから日本基準は、固定資産（グループ）に係る将来割引前キャッシュ・フローが帳簿価額
を下回る場合に減損損失を認識することとした。キャッシュ・フローを割引いていない金額さえも
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帳簿価額を下回るのであれば減損の存在の可能性は極めて高いといえる。このように認識基準につ
いては、減損会計を支えている基本的な考え方から直接的に導かれてきたものとはいえない。
第三項 測定基準
日本基準において減損損失の測定基準は「固定資産の減損に係る会計基準」二・３に以下のよう
に規定されている。
3.減損損失の測定
減損損失を認識すべきであると判定された資産又は資産グループについは、帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減損損失として当期の損失とする。
日本基準では期末の帳簿価額を回収可能価額まで切り下げることを要求している。また、回収可能
価額の具体的な内容は固定資産の減損に係る会計基準注解の(注1)に以下のように示されている。
(注1)
本基準における用語の定義は、次のとおりである。
1. 回収可能価額とは、資産又は資産グループの正味売却価額と使用価値の いずれか高い方の金額を
いう。
2. 正味売却価額とは、資産又は資産グループの時価から処分費用見込額を 控除して算定される金額
をいう。
3. 時価とは、公正な評価額をいう。通常、それは観察可能な市場価格をいい、市場価格が観察でき
ない場合には合理的に算定された価額をいう。
4. 使用価値とは、資産又は資産グループの継続的使用と使用後の処分によ って生ずると見込まれる
将来キャッシュ・フローの現在価値をいう。
つまり、減損した資産をその使用価値と正味売却価額のどちらか高い方の金額まで帳簿価額を切
り下げるのが日本基準の測定基準である。このような結論に至った理由は固定資産の減損に係る会
計基準の設定に関する意見書」の四・⑶に以下のように示されている。 
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(3) 減損損失の測定
減損損失を認識すべきであると判定された資産又は資産グループについては、帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、当該減少額を減損損失として当期の損失とすることとした。
この場合、企業は、資産又は資産グループに対する投資を売却と使用のいずれかの手段によって回
収するため、売却による回収額である正味売却 価額(資産又は資産グループの時価から処分費用見込
額を控除して算定される金額)と、使用による回収額である使用価値(資産又は資産グループ の継続
的使用と使用後の処分によって生ずると見込まれる将来キャッシ ュ・フローの現在価値)のいずれか
高い方の金額が固定資産の回収可能価額になる。
また、正味売却価額を算定する場合の時価とは、公正な評価額であり、通常、それは観察可能な市場
価格をいうが、市場価格が観察できない場合には合理的に算定された価額がそれに該当することにな
る。
なお、減損損失は、固定資産売却損などと同様に、固定資産に関する臨時的な損失であるため、原則
として、特別損失とすることとした。
ここで引用したとおり、減損損失の測定基準として期末時点の回収可能価額を採用した理由は、
日本基準には明示されていない。そこで、日本基準の基本的な考え方からこの結論を導くことがで
きるかどうかを考察する。
先に確かめたとおり、日本基準の基本的な考え方は「投資期間を通じた投資額の回収可能性の評
価」である。とすると、減損損失を測定する際の基礎となるのは投資期間を通じた総回収可能価額
となるはずである。しかし、具体的な基準上では期末時点の回収可能価額と規定されている。こう
した規定には、「基本的な考え方と必ずしも整合しないもの」という解釈が与えられることとなる。
前にも述べたように、期末の帳簿価額が過大となる原因として日本基準が指摘しているのは、①
償却不足と②収益性の低下である。減損会計は収益性の低下を帳簿価額に反映させる手続きである
から、本来はこのうち②収益性の低下だけが対象となるはずである。しかし、基準設定時において
償却不足を取り戻す会計処理は、明示された規定によって要求されていたわけではない。現行の減
損会計基準は、そのため、償却不足による過大な帳簿価額も纏めて切り下げるために期末時点にお
ける回収可能価額まで切り下げることとしている。こうした「ほんらい性質が異なるふたつの要素
を減損損失として一括しても実害はない」という判断が、「基本的な考え方」との食い違いを生み
出しているようである。この点についても後に再述する。
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上記のように、日本基準は測定属性として期末の回収可能価額を採用したが、回収可能価額の具
体的な内容として使用価値と正味売却価額のどちらか高い金額とした理由は次の通りである。すな
わち日本基準は、減損した資産の使途について企業がどのような意思決定をするかどうかを重視し
ている。つまり、使用価値が正味売却価額よりも大きい時は減損資産の使用を選択し、正味売却価
額が使用価値よりも大きい時は減損資産を売却すると考えられる。このような企業の意思決定に着
目し回収可能価額を使用価値と正味売却価額のどちらか大きい金額と定義されている。これは国際
会計基準を支えている基本思考と等質的なものといってよい。
第四項 減損損失の戻入れ
日本基準における減損損失の戻入に関する規定は以下の通りである。
2.減損損失の戻入れ
減損損失の戻入れは、行わない。
上記のように、減損損失の戻入れは行わない。その理由は以下のように示されている。
(2) 減損損失の戻入れ
減損処理は回収可能価額の見積りに基づいて行われるため、その見積りに変更があり、変更された見
積りによれば減損損失が減額される場合には、減損損失の戻入れを行う必要があるという考え方があ
る。しかし、本基準においては、減損の存在が相当程度確実な場合に限って減損損失を認識及び測定
することとしていること、また、戻入れは事務的負担を 増大させるおそれがあることなどから、減
損損失の戻入れは行わないこととした。
日本基準は投資期間全体を通じた投資額の回収可能性の評価を減損会計の基本的な考え方とし
ているため、投資期間全体を通じた投資額の回収可能性が回復した場合には減損の戻入れは行われ
るはずである。しかし、減損の発生の可能性が相当程度高い場合に減損損失を認識することとした
ため、事務的な負担も増大する減損損失の戻入れを認める必要はないため、戻入れは行わないこと
としている。したがって、日本基準で求められている減損損失の戻入れは減損会計の基本的な考え
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方から直接的に導かれてくるものとはいえない。
以上、本章では日米欧の減損会計基準を概観した。それぞれの会計基準を支えている基本的な考
え方は三者三様であり、また「基本的な考え方」と具体的な会計処理との結びつきの強さも三様で
あった。
こうした準備作業をふまえ、次章では、各国の会計基準を支えている「基本的な考え方」の違い
がどのような要因で生じているのかを検討する。具体的には、各国の会計基準を全般的に支えてい
る基礎概念や基本前提の違いに帰することができるのかを検討する。
第五節 まとめ
ここではいままでみてきた各国の基準を表にまとめる。
米国基準 国際会計基準 日本基準
基本的な考え方 投資の清算・再投資 帳簿価額の回収可能
性の評価
投資期間全体を通じ
た投資額の回収可能
性の評価
認識基準 割引前将来CF 期末の回収可能価額 割引前将来CF
測定基準 公正価値 期末の回収可能価額
（使用価値と正味売
却価額のどちらか高
い方）
期末の回収可能価額
（使用価値と正味売
却価額のどちらか高
い方）
測定基準と基本的な
考え方の結びつき
基本的な考え方から
測定基準が導かれる
基本的な考え方から
測定基準が導かれる
基本的な考え方から
測定基準が直接導か
れているわけではな
い
戻入れ 禁止 行なわれる 禁止
36
第二章 固定資産の減損に関する基本的な考え方
第一節 はじめに
本章では各国の固定資産の減損会計の基本的な考え方が各国に特有の基礎概念と結びついてい
るのか否かを確認する。その後に各国の基本的な考え方に関して優劣比較は可能か、可能だとすれ
ばのどの考え方が最も優れているのかを明らかにする。
第二節 各国の基本的な考え方と基礎概念との結びつき
第一項 米国基準
米国基準の減損会計に関する基本的な考え方は減損資産を投資の清算・再投資が行なわれたとみ
ることにあった。この投資の清算・再投資という基本的な考え方がどのような基礎概念から導かれ
てきたのであろうか。
この問題を検討するにあたっては、まず減損処理は収益・費用アプローチに基づく配分の手続き
なのか、資産・負債アプローチに基づく評価の手続きなのかを考える。
石川（2001）は、減損資産には公正価値という特定の測定属性による評価が求められることから、
減損処理は評価の手続きであると指摘している。一方でFASB は基準書第 144 号のB36 において
公正価値評価は歴史的原価の原則から離脱するものではないという説明を行なっていることから、
歴史的原価主義会計、すなわち収益・費用アプローチと結びつくと高須（2000）は指摘している。
また、米山（2003）は、FASB による減損処理は公正価値への評価替えという「評価の手続」を用
いて、意図せざる形で変化した環境に適う配分計画を設定し直し、以って期間損益の経験的な解釈
を取り戻すための測定操作と意義づけられると説明し、配分の手続に属するとみることができると
している。つまり先行研究は、減損処理を評価の手続きとみるものと、配分の手続きとみるものと
に分かれている。減損処理が配分と評価の両者から説明可能なのは、配分という考え方と評価とい
う考え方が必ずしもトレード・オフの関係にあるわけではないからである。辻山(2000)によると、
そもそも、米国において評価の手続きが導入されるようになった経緯は、配分手続きに一定の制約
を課すためであった（FASB が単独で公表していた時代の概念フレームワークに、その旨の指摘が
ある）。この経緯からしても、評価の手続きは配分の手続きを補完的にサポートする考え方であり、
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対立構造にはないといえる。以上からすると、投資の清算・再投資という考え方は資産・負債アプ
ローチとみる考え方も見られるが、収益・費用アプローチの性格が強いと言える。
次に醍醐（2000）は、財務会計基準審議会が 1991年に公表した討議資料「ニュー・ベイシス会
計」を基に米国基準の減損会計に関する基本的な考え方について考察している。この討議資料では
新しい会計の基礎となる取引または事象を a.企業外部者が過半数の株式を取得したとき、b.第三者
たる債権者が重要な融資をしたとき、c.株主が企業資産または資産に対する請求権を他者と交換す
るような資本の再構成あるいはリオーガニゼーションがなされたとき、d.ジョイント・ベンチャー
に参加したり、撤退したりしたとき、という 4つに整理している。そのうえで、いずれのケースに
おいても、新しい会計の基礎を認識するためには、①関係する取引または事象を通じた議決権支配
の変化、②関係する取引または事象への当該企業の参与、あるいは関係する取引または事象が当該
企業に及ぼす影響のいかん、③関係する取引または事象を通じた新しい法的実体の誕生、④財務情
報の利用者（のニーズ）の変化、⑤貨幣的対価による取引または事象の決済、といった状況が単独
か相互に結合して生起することが条件になるとみなしている。
この討議資料の要件を減損資産に当てはめた場合に、醍醐（2000）は減損した資産を継続保有す
るという決定から新しい会計の基礎を設定すべき事象とみなすのは困難であると結論づけている。
以上からすると、米国基準を支えている基本的な考え方は、「新しい会計の基礎が生じたときに
は公正価値で再評価を行うべし」という、広く受け入れられている基本前提と結びつけて議論する
ことはできないものの、収益・費用アプローチ及び資産・負債アプローチという基礎概念とは関連
づけられる考え方といえる。ただし、投資の清算・再投資という考え方は収益・費用アプローチと
資産・負債アプローチのいずれか一方から導かれたものではないと考えられる（詳細は基本的な考
え方の優劣比較で述べる）。
第二項 国際会計基準
国際会計基準の減損会計に関する基本的な考え方は、帳簿価額は回収可能なものでなければなら
ないという考え方に基づき、帳簿価額の回収可能性を評価することにあった。この帳簿価額は回収
可能でなければならないという考え方は企業会計に係る通念であり、この考え方自体が基礎概念と
もいえるが、この考え方はどのような基礎概念と関わっているのであろうか。
まず、収益・費用アプローチに基づく費用・収益対応の原則に基づき説明を試みる。費用・収益
対応の原則は費用のうち①当期の実現収益の獲得に貢献した努力である部分が当期の期間費用と
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し、②次期以降の収益の獲得に貢献する部分を資産として繰延べ、③収益に貢献しない部分は損失
とするということを要請する原則である。ここで企業会計上、収益の獲得とは結局のところキャッ
シュの獲得である。つまり、費用・収益対応の原則によれば、資産は次期以降のキャッシュの獲得
に貢献する部分であり、キャッシュの獲得に貢献しない部分は損失とされるのである。言い換えれ
ば、回収可能な部分は資産に、回収不能な部分は損失とされるのであり、資産の帳簿価額は回収可
能なものでなければならないのである。このように、収益・費用アプローチと密接に関わる費用・
収益対応の原則から帳簿価額は回収可能でなければならないということは説明可能である。
次に資産・負債アプローチからも説明を試みる。資産・負債アプローチに関しては複数の解釈が
考えられるが、ここでは資産の定義に当てはまれば、貸借対照表上に認識しなければならないとい
う解釈を用いる。ここで国際会計基準における資産の定義は「過去の事象の結果として、当該企業
が支配し、かつ、将来の経済的便益が当該企業に流入することが期待される資源」である。また、
将来の経済的便益とは、「企業への現金及び現金同等物の流入に直接的に又は間接的に貢献する潜
在能力」である。これらの定義を短く言い換えると、資産はキャッシュ獲得能力を企業に流入させ
るであろう資源である。資産を回収可能な部分と回収不能な部分に分けた場合、回収可能な部分は
キャッシュを企業に流入させるので資産の定義をみたし、回収不能な部分はキャッシュを企業に流
入させないため資産の定義はみたさない。したがって、資産・負債アプローチに基づき資産の定義
への当てはめを行なっても、資産の帳簿価額が回収可能なものでなければならないといえるのであ
る。
以上から、帳簿価額は回収可能なものでなければならないという考え方は収益・費用アプローチ
からも資産・負債アプローチからも導くことができる考え方といえる。
第三項 日本基準
日本基準の減損基準に関する基本的な考え方は「投資期間全体を通じた投資額の回収可能性の評
価」であった。はたしてこの考え方はどのような基礎概念から導かれてきたのであろうか。ここで
は、米山（2003）の議論をもとに検討する。
米山（2003）によれば、「投資期間全体を通じた投資の回収可能性の評価」という固定資産の減
損会計に関する考え方は収益・費用アプローチに基づく配分計算の修正手続きと位置づけられる。
ここで収益・費用アプローチに基づく配分計算とは、投資に対する事前の期待の達成度を事後的
に評価することを目的として、実現収益とその獲得のための犠牲とに着目し投資の成果を求める利
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益計算の方法である。のれんの獲得とその実現を目的として保有される固定資産も配分計算によっ
て利益計算が行なわれる。固定資産の場合、実現収益に対する犠牲は用役の減少である。固定資産
の用役は時の経過とともに減少していき、最後には消滅するが、その減少過程を確認することは困
難である。その場合、その減少過程に仮定を設けて計画的・規則的に用役の減少を認識していくの
がよい、というのが市場関係者間の合意と考えられ、これが減価償却を行うことの論拠となってい
る。すなわちそこでは、取得原価を固定資産の用役が消滅するまでの期間（耐用年数）までに一定
の仮定（減価償却方法）に従って配分していくことが求められる。この減価償却によって固定資産
の取得原価が配分され、実現収益との対応によって利益計算が行なわれるのである。
この原価配分の枠組みの中で、固定資産の減損を考えたのが「投資期間全体を通じた投資額の回
収可能性の評価」という考え方である。減損した資産を保有するということは、収益性の低下があ
ったが、引き続き営業活動を行いのれんの獲得とその実現を目的で保有していることを意味する。
ここで最善の活動を行なっており、のれんの獲得と実現に貢献しているにも関わらず、過大な減価
償却費の影響で損失がでるという事態は期待の達成度を計る業績評価の観点からは望ましくない。
この場合に損失を生じさせているのは、企業の活動の良否ではなく過去の過剰投資である。そして
過剰投資部分は過去の投資額が最善の活動から得られるキャッシュ・フローつまりは、投資期間全
体を通じた回収可能額を上回る部分である。そこで減損会計を考えるにあたっては、この過剰投資
部分を切り下げ、償却ベースを引き下げることでのれんの獲得とその実現に貢献している活動に見
合う正常な利益を取り戻すことが必要になるのである。このように正常な利益計算のために配分計
算を修正するという考え方が、「投資期間全体を通じた投資額の回収可能性の評価」という基本的
な考え方を支えているのである。
また大日方（2007）も配分計算の修正手続きと位置づけていると思われる。具体的には、事後的
に振り返ってみると当初から負ののれんが存在していたと想定されるケースでは、当初の正ののれ
んが減価償却にともなって実現させられていくという通常の想定があてはまらないので、一定の償
却パターンを維持する論拠はないとしている。配分計算の正当性を取り戻すために償却ベースを切
り下げる「投資期間全体を通じた投資額の回収可能性の評価」という考え方は、そこから導かれて
くると考えられる。ここで紹介したように、日本基準の減損会計の基本的な考え方については、こ
れを収益・費用アプローチに基づく配分計算から導かれているものとみる先行研究が支配的である。
第四項 まとめ
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この節においては、各国の減損会計に関する基本的な考え方がどのような基礎概念と結びついて
いるのかを確認した。その結果、結びつき方には違いがあるが、どの考え方も収益・費用アプロー
チと結びつくことがわかった（ただし、米国基準と国際会計基準については資産・負債アプローチ
とも結びつく）。
資産・負債アプローチをとるのか、それとも収益・費用アプローチをとるのかが会計処理を決め
る最も主要な要素かどうかは議論が分かれるし、そもそもそれらの「アプローチ」のとらえ方も論
者によって多様である。とはいえ、資産・負債アプローチか、それとも収益・費用アプローチかが
会計処理のあり方に少なからぬ影響を及ぼしているのは事実であろう。少なくとも、そうした判断
に反するような事実を見出すのは難しい。そう考えれば、日米欧はともに、共通の視点から会計基
準のあり方を論じている、と結論づけることができる。各国の会計基準を根幹で支えている基礎概
念の違いによって減損会計に関する基本的な考え方に差が生じた、というのは難しい。
会計基準を全体として支える考え方に違いがみられないにもかかわらず、日米欧の減損会計基準
を支えている基本的な考え方に違いがみられるとすれば、「特定の基準設定主体は『正しい』基本
的な考え方に依拠しているのに対し、別の基準設定主体は『誤った』考え方に依拠している」とい
う可能性もありうる。次節では、そういいうるかどうかを検討する。
第三節 基本的な考え方の優劣比較
第一項 米国基準の論理的な欠陥
米国基準を支える基本的な考え方は、減損資産を投資の清算・再投資とみるというものであった。
つまり、減損資産を新規に取得した資産であると擬制するのである。この論拠について FASB は、
経営者は減損資産を発見すると、公正価値と将来キャッシュ・フローを比較して保有か売却の意思
決定を行うが、これは新規資産への投資意思決定と同様の意思決定プロセスであるから、減損資産
を新規に取得した資産と擬制することができると説明している。しかし、この論拠には次のような
論理的な欠陥がある。
例えば、企業が継続して保有している固定資産を別の用途で使用した方が、より多くのキャッシ
ュ・フローを獲得できるとわかった場合に、合理的な経営者であれば用途変更を行なう。この用途
変更によって当該資産への投資の性質は変化しているため、投資の清算・再投資とみることができ
る。しかし、現行ではこの場合には投資の清算・再投資とみることはなく、投資は継続していると
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して評価替えは行なわれない。この点、辻山（2001）はなぜ一部の資産にだけ投資の清算・再投資
という擬制をしなければならないのかという根拠は不明であると指摘している。
また、同章の第一節にも記したように、醍醐(2000)によれば米国で公表された討議資料「ニュー・
ベイシス会計」に照らし合わせても、減損資産を新しい会計の基礎となる取引があった資産、つま
りは新規資産と同様に考えることは困難といえる。（ただし、ニュー・ベイシス会計は組織再編を
対象としているので、減損会計には適合しない可能性がある）
このように、米国基準における減損資産を投資の清算・再投資とみるという基本的な考え方は他
の領域に目を向けたときに論理的な不整合が生じる考え方であり、望ましい考え方とは言えない。
したがって本論文においては、米国基準の考え方は採用するべきではないと結論づける。
第三項 日本基準と国際会計基準の比較
そうなると、減損会計のあり方を論じる際に依拠しうる「基本的な考え方」は、日本基準を支え
ているみのと、国際会計基準を支えているものだけとなる。このうち日本基準の基本的な考え方は
「投資期間全体を通じた投資額の回収可能性の評価」であった。これに対し国際会計基準では「帳
簿価額の回収可能性の評価」が基本的な考え方であった。ここではこの両者の考え方のどちらが優
れているのかを検証する。そのために、まずは両者の特徴を整理する。
日本基準の基本的な考え方の特徴は、損益計算の適正化のために、事後的に過大であることが判
明した投資原価のうち回収できない部分（負ののれん相当額）を切り下げることにあった。それに
より減損処理以降の償却負担が減少し、のれんの獲得とその実現に貢献している活動から損失が生
じることを防止することができ、損益計算が適正化される、と考えられている。この考え方を忠実
に会計処理に反映させれば、減価償却方法の如何を問わずに、収益性の低下部分のみを減損損失と
して認識することが可能になる。ただしそこでは、減損判明時点における帳価価額の回収可能性が
たとえ損なわれていたとしても、その事実は考慮しないため、減損処理後であっても帳簿価額が回
収不能となるケースが生じてくる。そのため、「基本的な考え方」に忠実な方法を採用した場合、
帳簿価額は回収可能であると考える投資家が、回収不能な帳簿価額を回収可能であると誤認する可
能性がある。つまり、日本基準の基本的な考え方には資産評価面での欠点があるといえる。
一方で、国際会計基準の基本的な考え方は減価償却の影響と収益性の低下の影響の違いを無視し
ていることから、資産価格（帳簿価額）の適正化にその特徴があるといえる。ただし、固定資産は
のれんの獲得とその実現を目的に保有、つまり、投資額を超えるキャッシュの獲得を目的に保有す
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る資産であるが、投資額を超えるキャッシュを獲得できる見込みがある資産であっても減価償却の
如何によっては帳簿価額が回収不能となる場合がある。このような当初の保有目的を未だに達成出
来ている資産についても減損会計の適用となり、帳簿価額が切り下げられるという問題が生じる。
つまり、固定資産は配分計算によってのれんの実現とその犠牲としての償却費が計算されるという
利益計算が行なわれるという前提に反する方法といえる。
ここまでをまとめると、日本基準の基本的な考え方は適正な配分計算による利益計算の正常化に
特徴がある反面、資産評価の点に欠点がある考え方であり、逆に国際会計基準は資産評価の正常化
に特徴がある反面、配分計算の点からは欠点がある。ここで、固定資産は事業投資であり、事業投
資は配分計算によって利益計算を行なうのが、現在の会計における考え方である。そのため、より
重視するべきは配分計算である。そういう前提に立てば、より優れた考え方なのは固定資産の利益
計算方法に着目した日本基準であるといえる。以降、本論文ではこの考え方に従う。ただし、日本
基準を支えている基本的な考え方には、前述のように、資産評価の面で欠点がある点にも留意しな
ければならない。
第三章 会計上の変更に関する会計基準が減損基準に与える影響
第一節 はじめに
第 1 章でも言及したように、日本においては会計上の見積りの変更に関する会計基準が新たに
公表され、見積りが修正されたときには、これまでとは異なる形での対応が求められることとなっ
た。当該基準の公表によって影響を受ける項目のうち、減損会計基準に関するものとして、過年度
の償却不足がある。当該項目に要求される会計処理の変更は、翻って、減損会計基準のあり方にも
影響を及ぼしうるものである。というのも、これも第1 章で指摘したとおり、現行の減損会計基準
は、過年度の償却不足額と収益力の低下に伴う過大投資の切り下げ額とを未分化の形で扱っている
からである。
ここでは会計上の見積りの変更に際して求められる対応の変化が、減損会計基準の「ほんらいの
あり方」に及ぼしたはずの影響を論じる。
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第二節 各国基準の両基準の関係
第一項 米国基準
米国基準では減損会計と会計上の変更の関係を以下のように説明している。
B38. 基準書 121号第 86 項は、異なる減損損失には異なる測定規準を次のように討議した。
当審議会はまた、異なる減損には異なる測定規準を要求する代替的アプローチを考慮したが採用
しなかった。一つの極端は、減価償却の仮定を適切に修正しなかったために資産が減損したとする
ものである。他の極端は、使用方法の著しい変化があったために資産が減損したとするものである。
ある者は、前者の場合は、減価償却の「追いつき」修正に類似し、したがって割引かない測定規準
を使用するべきだと考える。彼らは、後者の場合は同一の使用意図をもって資産に新規投資するの
に類似し、したがって公正価値の測定規準を使用するべきだと考える。当審議会は、異なる測定規
準の使用を支持する前者と後者の場合の運用できる区分方法を開発することができなかった。
FASB は減価償却不足による帳簿価額の過大部分の切り下げと収益性の低下に係る帳簿価額の
過大部分の切り下げは異なる性質であるから、両者には別々の会計処理を適用するべきであると考
えていたように思える。しかし、両者を区分して認識・測定することは困難であるがために両者を
区分しないこととしている。
ここではキャッチアップ方式とプロスペクティブ方式の関係については語られていない。ただし
米国基準においては、以下の点に着目すれば、キャッチアップ方式の適用を正当化できる。すなわ
ち米国基準は減損会計の基本的な考え方を「投資の清算・再投資」としている。仮に減価償却不足
が生じている資産に減損会計を適用しても、当該資産への投資は断たれるため、将来に渡って償却
不足を認識することはできず、一時に償却不足を認識するキャッチアップ方式が適用されるのは当
然の帰結である。つまり、米国基準では減損会計のキャッチアップ方式と会計上の変更に関するプ
ロスペクティブ方式の対立の問題は生じないこととなる。
第二項 国際会計基準
国際会計基準においては減損会計と会計上の変更の関係に関する記述は見当たらない。しかし、
国際会計基準の減損会計に関する基本的な考え方から両者の関係を次のように導くことができる。
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まず、国際会計基準の減損会計に関する基本的な考え方は「帳簿価額の回収可能性の評価」である。
この考え方によると、減価償却不足による帳簿価額の過大も、また収益性の低下による帳簿価額の
過大も、ともに帳簿価額が過大となり回収出来なくなっている状態であることには変わりは無い。
「とにかく回収可能額まで切り下げるべし」というのは、その意味で、きわめて強い要請といえる。
そうなると、帳簿価額が過大になっているケースでは、過大となった理由の一部が、ほんらいな
らプロスペクティブ方式によって処理すべき部分（見積りの修正に対応している部分）に関わって
いるとしても、「帳簿価額は回収可能でなければならない」という強い要請を優先しなければなら
ない。つまりそこでは、キャッチアップ方式を適用し過大な帳簿価額を回収可能な水準まで切り下
げることとなる。したがって、国際会計基準については、「帳簿価額は回収可能でなければならな
い」という基礎概念だけから減損会計と会計上の見積りの変更に関する基準との関係を整理するこ
とができる。
第三項 日本基準
日本の現行基準において、減損会計の適用は減価償却の見直しに先立って行なわれるため、減損
会計と会計上の変更との間に適用上の問題は生じていない。しかし、「会計上の変更及び誤謬の訂
正に関する会計基準」が規定されたことによって、減損会計における測定基準の採用根拠を揺るが
すこととなる大きな影響が生じていると考えられる。その影響は以下の通りである。
日本の減損基準が規定された時期には、日本には会計上の変更に関する会計基準は存在していな
かった。日本基準は減損会計と減価償却の修正との関係を以下のように説明している。
なお、減価償却などを修正して帳簿価額を回収可能な水準まで減額させる過年度修正は、現在、修
正年度の損益とされている。遡及修正が行われなければ、過年度修正による損失も、減損による損失
も、認識された年度の損失とされる点では同じである。したがって、当面、この部分を減損損 失と
区分しなくても、現行の実務に大きな支障は生じない。そのため、本基準では、他の基準を適用しな
ければならないものを除いて、回収を見込めない帳簿価額を一纏めにして、減損の会計処理を適用す
ることとした。
将来、過年度修正に対して遡及修正が行われるようになった場合には、 本基準において減損損失
に含められているもののうち、減価償却の過年度修正に該当する部分については、減価償却の修正
として処理される必要が あると考えられる。また、この場合には、減価償却の修正前に減損損失
を認識することについて、再検討される必要がある。
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日本基準は減損会計の基本的な考え方は「投資期間全体を通じた投資額の回収可能性の評価」で
ある。この考え方を貫けば、前述の通り、減価償却不足に相当する部分と収益性の低下に相当する
部分は選り分けて会計処理を行なうことになる。減損処理の対象となるのは、ほんらい、後者の部
分だけである。しかし、日本基準で減損基準が規定された当時は、減価償却の修正は修正年度の特
別損益（キャッチアップ方式）であり、一方で（狭義の）減損損失も認識年度の特別損益（キャッ
チアップ方式）とされていた。そして同じキャッチアップ方式で認識される 2つの異なる部分を一
纏めにしても実務上大きな支障がないと判断され、両者は区分せず、一纏めで会計処理することと
された。
しかし、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」が規定されたことによって、減価償
却の修正のほうだけは、修正の影響を将来に渡って認識するプロスペクティブ方式が採用されるこ
ととなった（ただし、過去の誤謬の訂正は遡及修正）。これにより、同じキャッチアップ方式だか
ら収益性の低下部分と減価償却不足の修正部分を纏めて会計処理することとしたという根拠が失
われることとなった。つまり「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」が適用され始めた
現在は、「投資期間全体を通じた投資額の回収可能性の評価」という基本的な考え方から「期末の
回収可能価額」という測定基準を導くことが困難になったと考えられる。では、「会計上の変更及
び誤謬の訂正に関する会計基準」が公表されたいま、減損損失と過年度の償却不足に相当する金額
の修正分とをどう切り分ければ、それぞれの基準を支えている基本理念や基本原則との整合性が図
られるのであろうか。
第三節 日本基準のあるべき会計処理
第一項 考えられる選択肢
日本基準において考えられる選択肢は、第 1に「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」
を適用せず、現行の基準を維持することが考えられる。減価償却の修正と減損損失を区別する必要
はないということについて、現行基準に記されているものに代わる別の論拠を見いだすことができ
れば、現行基準の維持は可能であることから、現行基準に変わる論拠を後に考察する。第 2の選択
肢としては、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」を字義通りに適用し、減価償却の
修正と減損損失とを明確に区別する方法に変更する方法が考えられる。この両者の区分方法につい
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て現行基準をベースにしたものと、理念をベースにした 2 つの方法が考えられる（詳細は後述）。
そこで、以下ではそれぞれの選択肢について考察していく。
第二項 現行基準の維持
「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」を減損の局面では適用せず、減損のケースで
は過年度の償却不足にキャッチアップ方式で対応するためには、減損のケースを例外を認めるべき
ケースとみなすしかない。しかし、例外とするには正当な理由が必要であると考えられる。そこで、
現行基準の中で「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」の適用の例外項目となっている
会計基準をここで列挙してみる。
現行基準の中で「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」を適用する際の例外とされて
いる主要な項目としては「退職給付に関する会計基準（案）」がある。具体的には、数理計算上の
差異は基礎率等の見積りの修正が含まれているが、見積りの修正にも関わらず、その影響額を貸借
対照表上では一時に認識するキャッチアップ方式が採用されている。この会計処理は見積りの修正
に関してはプロスペクティブ方式で認識することを要請する「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す
る会計基準」に反する例外的な会計処理といえる。
このように例外的な会計処理が認められているのは、原則的な処理に従うと投資家に誤認を与え
る可能性があるからである。具体的には、実際には積立不足が生じているにも関わらず、数理計算
上の差異を未認識とすることによってあたかも積立超過が生じているかの様な誤解を投資家に与
える可能性があるため、例外的な処理を認めている。このように「退職給付に関する会計基準（案）」
では投資家の誤認を防止することを根拠に「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」の適
用の例外としているのである。
したがって、固定資産の減損会計においても投資家の誤認を防止する目的であれば、「退職給付
に関する会計基準（案）」と整合性を図り、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」の適
用の例外とすることは可能であると考えられる。そこで配分計算を基礎とした固定資産の減損会計
が投資家に誤解を与える可能性があるのは、帳簿価額の回収可能性についてであると考えられる。
配分計算を基礎にした固定資産の減損会計は、帳簿価額の回収可能性については考慮しない。しか
し、帳簿価額は回収可能なものであるべきとする考え方は広く受け入れられた会計の基礎概念とい
える。そのため、配分計算を基礎とした減損会計では、帳簿価額は回収可能であるべきと考える投
資家が、実際には帳簿価額が回収不能であるにも関わらず、回収可能であるかのように誤認する可
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能性がある。とすれば、帳簿価額の回収可能性に関する投資家誤認を防止する点で「退職給付に関
する会計基準（案）」と整合性を図り、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」の適用の
例外とすることは可能であると考えられる。
ただし、「退職給付に関する会計基準（案）」において「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会
計基準」の適用の例外となっているのは貸借対照表上だけであり、損益計算書上は遅延認識（プロ
スペクティブ方式）となっている。したがって、「退職給付に関する会計基準（案）」と整合性を図
るだけでは、現行の会計処理を維持する論拠とはならない。そのため、固定資産の減損処理におい
て「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」の適用除外とするやり方を本論文では断念す
る。
第三項 理念ベースの方法
次に「投資期間全体を通じた投資額の回収可能性の評価」に最も忠実な方法を検討する。日本基
準を支える基本的な考え方を最も直接的に反映した方法と筆者が考えるのは、取得原価と投資期間
全体の回収可能額との差額（負ののれん相当額）を、収益性の低下を表す純粋な減損損失とみるも
のである。
この理念に従えば、投資原価に相当する原始取得原価を投資期間全体を通じた回収可能額まで切
り下げ、負ののれん（過剰投資額）を取得原価から取り除くという会計処理を行なうこととなる。
とはいえ、実際には、過年度に過剰投資額をベースとした過剰な減価償却が「正規の減価償却手続」
を通じて行われることにより、負ののれんの一部が結果的に実現済みとなっている。したがって実
際には、期末の帳簿価額を、「投資期間全体を通じた回収可能額」を新たな償却ベースとして当初
の償却条件で償却しなおした金額まで切り下げ、期末の帳簿価額に含まれる負ののれんを取り除く
という会計処理を行なうこととなる。
ただし、この方法にも欠点はある。大日方（2007）はこの方法の最大の難点は、設備の廃棄更新、
追加投資等が繰り返されているとき、投資の初期時点から投資の終了をどの時点にするのかという
ルール作りが困難であるとしている。またこの方法は配分計算を基礎としているため、帳簿価額の
回収可能性は問題にしない。そのため、帳簿価額は回収可能であるべきと考える投資家が、実際に
は帳簿価額が回収不能であるにも関わらず、回収可能であるかのように誤認する可能性がある。こ
のように、ここで説明した処理を行なうと、減価償却の修正と減損損失を明確に区別することがで
きるが、その反面、そこには運用上の困難性があり、さらに資産評価に関する投資家の誤認を招く
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恐れも残る。
第四項 現行基準をベースにした方法
次に現行基準をベースに、減価償却の修正と減損損失を区別する会計処理を考える。つまりここ
では、日本基準を支えている「投資期間全体を通じた投資額の回収可能性の評価」という基本的な
考え方は維持する。そのため、収益性の低下にもとづく要素を「取得原価と投資期間全体の回収可
能額の差額部分」と定義すること自体に変わりはない。また、償却不足が生じるのは、典型的には、
キャッシュの回収のスピードに比べて減価償却のスピードが遅い場合である。このようなケースは、
キャッシュの獲得の態様からすると定率法がより適しているにもかかわらず、定額法を採用してし
まったときに生じるのがほとんどであろう。このような場合に減損会計を適用すると、減損損失の
中に定額法と定率法による減価償却費の差額部分が含まれる。耐用年数が異なればさらにその差額
は大きくなる。そこで、ここでは、減価償却に関する要修正額を「新たに見積ったキャッシュ・フ
ローの獲得パターンに最も見合う減価償却方法によって計算し直した期末の未償却原価と期末の
帳簿価額の差額」とすることを考える。
具体的には以下のような会計処理を行なう。まず、初めに投資期間全体の回収可能額を計算する。
その次に新たに見積った投資期間全体の回収可能額から、キャッシュ・フローの獲得パターンに見
合った減価償却方法及び耐用年数に基づき償却計算を行なう。この償却計算によって計算された期
末の帳簿価額をここでは「計算上の帳簿価額」と呼ぶ。そのうえで、この「計算上の帳簿価額」と
現行基準の測定基準である期末の回収可能額との差額を減損損失とする。そして、この減損損失だ
け実際の帳簿価額を切り下げる。さらに、減損損失を取り除いた帳簿価額に、新たに見積もられた
キャッシュ・フローの発生パターンに最も近い結果が得られる償却基準を選択することで、償却不
足（または過剰）をプロスペクティブで認識する。このような会計処理を行えば、キャッシュ・フ
ローの獲得パターンと帳簿価額の償却パターンが近似するので、収益性の低下部分をその定義に近
い形で抜き出すことが可能になる。つまり、減価償却の修正と減損損失を区別することが可能にな
るのである。この方法は現行基準をベースにしているため、運用上の問題は「理念ベースの方法」
として先に記述したやり方ほど深刻にならないと考えられる。
以上から配分を基礎とする日本基準は現行基準をベースにしながらも、減価償却の修正と減損損
失を分ける上記の方法であるべきと結論づける。
ただし、この方法にも欠点はある。そもそも日本においては国際会計基準のようにキャッシュの
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獲得の態様に合わせて減価償却方法を採用することが求められていない。つまり日本では、「償却
基準の選択に際して、将来キャッシュ・フローのパターンに適う償却」への要請が弱いと言われて
いる。これに対し、ここで提案した新たな方法は、まさしく「将来キャッシュ・フローのパターン
にそくした償却を行うべし」という価値観に立脚したものとなっている。そのため、定率法がキャ
ッシュの獲得の態様をより表すからといって、減損会計の適用時において計算上ではあるが定額法
から定率法への変更を強制することは、上記のような「日本流の減価償却観」が不変である限り難
しい。さらに、この方法も「理念ベースの方法」と同様に配分計算を基礎としているから、資産評
価の面で投資家の誤認を招く可能性があるという問題が生じてしまう。そこでこの問題を解決する
ために、以下では、配分を基礎にしながら、資産評価の適正化も図りうる「別の会計処理」を考え
る。
以下、説例によりこの会計処理を説明する。
説例 1
A 社は固定資産を×0期に150 で購入した。A社は取得当初、当該資産から毎期20 のキャッシュ・
フローを 10年間得られると予測していた。また、A社は当該固定資産を耐用年数 10 年・定額法に
よって減価償却をすることとした。
しかし、×1 期になって減損の兆候があり、減損損失を認識することが決まった。×１期末の帳簿
価額は 135であった。また、新たに見積ったキャッシュ・フローは以下の通りである。
×1 期 ×2 期 ×3 期 ×4 期 ×5 期 ×6 期 ×7 期
43 28 18 11 7 5 8
この時の会計処理は以下の通りである。（割引は無視する）
① 新たに見積ったキャッシュ・フローのパターンから 7 年定率法によって減価償却を行なう。
② ①によって計算される×1 期の計算上の帳簿価額は 96 である。
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③ また×1 期末時点の回収可能額は 77である。
④ 計算上の帳簿価額と期末の回収可能額の差額 19が減損損失となり、期末の帳簿価額 135から
減損損失 19を控除し、116とする。
⑤ 減価償却の修正部分は期末の帳簿価額と計算上の帳簿価額 96との差額の39 となる。この減価
償却の修正部分を含んだ減損損失控除後の116を新たな帳簿価額とし7年定率法によって減価償却
を行ない、減価償却の修正部分をプロスペクティブ方式で将来に渡って認識していく。
このように、「新たに見積り直したキャッシュ・フローの発生パターンに適した償却基準を選択
して減価償却を計算上行なうことで、収益性の低下部分（19）と減価償却（39）の修正部分を区別
できるようになるのがこの会計処理の特徴である。
第四節 配分計算と資産評価との両立可能性の模索
第一項 配分計算と資産評価の両立
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第二章でも述べたように、そもそも配分計算と資産評価はトレード・オフの関係にあるわけでは
ない。さらに、包括利益の導入によって両者の共存は技術的にも可能となっている。実際、先に取
り上げた「退職給付に関する会計基準（案）」でも、数理計算上の差異について、配分計算と評価
を共存させた会計処理が行なわれるようになった。具体的には、数理計算上の差異は、その発生時
に全額を資産又は負債として認識し、それにみあうOCI（その他包括利益）を計上し、損益計算上
は当該 OCI をリサイクリングすることで遅延認識し、配分計算の理念に適う損益の計上も行われ
ている。このように、減損会計以外の領域では、配分と評価との共存が図られている。このとき、
にもかかわらず減損のケースだけ両者の共存は不可能、と考える積極的な理由はない。そこで、配
分と評価とを共存させた会計処理を最後に考える。
第二項 具体的な会計処理
配分計算と評価を共存させた会計処理は、本章第三節第三項において筆者が提案した「現行基準
をベースにした方法」に資産評価の考えも導入したものである。具体的には、資産評価の面では期
末の帳簿価額を期末の回収可能価額まで切り下げる一方で、減損損失は現行基準をベースにした方
法によって計算する。ここで、帳簿価額の切り下げ額と減損損失の金額が異なる結果となるが、こ
の差額をOCIとする。このOCI部分は減価償却の修正にあたる部分であるからプロスペクティブ
方式により、将来にわたってリサイクリングし純損益に認識していく。このような会計処理を行な
うことで、減価償却の修正と減損損失を区別しながら、帳簿価額の回収可能性についても評価でき
るようになる。
説例 1 を用いてこの会計処理を説明する
① 新たに見積ったキャッシュ・フローのパターンから 7 年定率法によって減価償却を行なう。
② ①によって計算される×1 期の計算上の帳簿価額は 96 である。
③ また×1 期末時点の回収可能額は 77である。
52
④ 計算上の帳簿価額と期末の回収可能額の差額 19が減損損失となる。
⑤ 一方で実際の期末の帳簿価額 135 を 58 減額し、期末の回収可能価額である 77 まで切り下げ
る。
⑥ 帳簿価額の切り下げ額58 と減損損失の金額 19との差 39 をOCIに計上する。
⑦ 次期以降にOCIをリサイクリングしていく。
仕訳は以下のようになる
借方 貸方
減損損失
OCI
19
39
固定資産 58
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第五節 まとめ
以上の考察から、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」が導入されたために、日本
の減損基準も変化する必要性があることがわかった。そこでここでは、減損会計基準を支える理念
な会計処理に関する提案を行った。具体的には、新たに見積ったキャッシュ・フローの獲得パター
ンに見合った減価償却から計算される帳簿価額と、期末の回収可能価額との差額を減損損失とする
という方法を提案した。この方法によれば、減価償却の修正と減損損失を区別することが可能にな
り、より適切な配分計算が可能になる。しかし、この方法には資産評価面における欠点があった。
そこでさらに、配分計算と評価を両立させた「退職給付に関する会計基準（案）」における数理
計算上の差異の会計処理にヒントを得ながら、固定資産の減損会計においても減価償却の修正部分
をOCIとすることにより、配分計算と評価を共存させた会計処理を示した。
今までの議論はどの部分が減損損失であり、どの部分が減価償却の修正であるかという議論であり、
いわば「広義の測定基準」に関わる議論であったと位置づけられる。そこで次章からは、期末の回
収可能価額をどのようにするべきかという「狭義の測定基準」についての考察をおこなう。
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第四章 測定基準
第一節 はじめに
今までの議論は、減損会計において、どこからからどこまでが減価償却の修正であり、どこから
どこまでが減損損失であるのかという議論であった。結論を繰り返すが、「基本的な考え方」に忠
実であろうとすれば、期末の帳簿価額と、減価償却修正後の計算上の帳簿価額との差額を減価償却
の修正とし、減価償却修正後の計算上の帳簿価額と期末の回収可能価額との差額を減損損失とする
のであった。
これに対し、今後は回収可能価額をいかに測定するのかについて議論を行なう。そのうえで、ま
ず先行研究で何が議論をされているのかをまとめる。そしてその先行研究において未だに解決され
ていない使用価値に自己創設のれんが混入するという批判の合理性を検討したのちに、採用するべ
き測定基準の結論をまとめる。
第二節 現行基準及び先行研究
第一項 はじめに
この節では、回収可能価額の具体的な内容に関する先行研究を要約する。
第二項 現行日本基準の測定基準
繰り返しになるが、ここではまず現行日本基準の関連箇所を再掲する。
３ 減損損失の測定
減損損失を認識すべきであると判定された資産又は資産グループについては、帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、当該減少額を減損損失として当期の損失とする。
(注1)
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本基準における用語の定義は、次のとおりである。
1. 回収可能価額とは、資産又は資産グループの正味売却価額と使用価値の いずれか高い方の金額を
いう。
2. 正味売却価額とは、資産又は資産グループの時価から処分費用見込額を 控除して算定される金額
をいう。
3. 時価とは、公正な評価額をいう。通常、それは観察可能な市場価格をいい、市場価格が観察でき
ない場合には合理的に算定された価額をいう。
4. 使用価値とは、資産又は資産グループの継続的使用と使用後の処分によって生ずると見込まれる
将来キャッシュ・フローの現在価値をいう。
現行の日本基準は減損損失の測定基準を使用価値と正味売却価額のどちらか高い方としている。
これは使用価値の方が正味売却価額
よりも高ければ、経営者は減損資産を継続的に使用するであろうし、正味売却価額のほうが高いの
であれば経営者は減損資産を売却すると考えられるからである。このように、日本基準は経営者の
意思決定に直目して減損損失の測定基準を規定している。この点は国際会計基準も同様である。
以下の項では、現行基準をふまえ、減損損失の測定方法に関する先行研究の整理を行なう。
第三項 使用価値の問題点
日本や国際会計基準のように使用価値による測定を求めることに疑義を唱える意見が存在する。
阪（2007）は、使用価値は複数の市場参加者の合意を想定した公正価値よりも信頼性で劣るとして
いる。また榊原（2003）は①主観的な数値であることと、②内部創設のれん（自己創設のれん）が
含まれることが使用価値の問題点であるとしている。自己創設のれんが含まれるという指摘は、川
村（2000）、醍醐（2000）、梅原（2003）においても行われている。このように、先行研究にお
いては、使用価値の問題点として①客観性がなく信頼性に欠けること、②自己創設のれんの計上に
繋がることの 2点がしばしば指摘される。
これらの問題点は、しばしば、使用価値に代えて公正価値を採用すれば防止できるとされる。ま
ず、信頼性に関していうと、公正価値は市場参加者の期待を反映する数値であることから客観的で
あり、信頼性は使用価値よりも高いとされる。また、公正価値で減損資産を評価すれば、計上が禁
止されている自己創設のれんを排除することができる、とされている。
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第三項 公正価値の問題点
一方で、公正価値で評価することに対する問題点を指摘する先行研究もみられる。例えば醍醐
（2000）は、継続使用を予定している資産であれば、市場の平均的な期待な利用方法を基礎とした
公正価値はその保有目的と不適合であり、むしろ保有目的に適う使用価値を回収可能価額とすべき
としている。確かに、継続利用される減損資産を売却価値である公正価値で評価することは、資産
の保有目的に適う評価を行う観点からは矛盾しているといえる。
次に斎藤（2000）によれば、減損した資産を公正価値で評価すると、収益性が低下した資産から、
市場平均を超える利益である超過リターンが計上されるという矛盾が生じるとされている。辻山
（2002）においても同様な指摘がされている。以上のように、公正価値で減損資産を測定すること
の問題点として指摘されているのは①資産保有目的に合致しないことと、②減損した資産から超過
リターンが生じることである。
このような問題点は、使用価値を採用することによって解決できるとされている。すなわち、継
続保有することによって得られるキャッシュ・フローの割引現在価値（つまり使用価値）で測定す
ることは利用による保有という目的に合致する。また、使用価値で減損資産を測定すれば、減損後
に計上される利益は資本コスト分を表すフェアリターンのみが計上されるため、保有実態に適う大
きさの利益が期間損益に反映されることとなる。
第四項 使用価値と公正価値のまとめ
これまでの先行研究における議論をまとめると以下のようになる。
評価軸 使用価値 公正価値
信頼性・客観性 ないとされる あるとされる
自己創設のれんの計上 計上されるといわれている 計上されないといわれている
資産保有目的との整合性 整合的 非整合的
減損処理後の利益計算の適正
性
正常利益のみのため適正 超過利益が計上されるので非
整合的
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ここで最大の問題となるのは、使用価値に自己創設のれんが計上されるという指摘である。なぜ
なら、自己創設のれんは現行の企業会計の枠組みの中では計上が禁止されているからである。以下
では使用価値にその計上が禁止される自己創設のれんが含まれているのかどうかを検討する。
第三節 自己創設のれん
第一項 自己創設のれんの定義
ここではまず自己創設のれんとはどのように定義されるのかを考察するが 2 つの解釈が存在す
ると考えられる。まず、1つ目の解釈は、毎期の公正価値を上回る部分が貸借対照表に計上されて
いる場合に、その上回る部分が自己創設のれんであるという解釈である。一方で、使用価値には自
己創設のれんは含まれないとする斎藤（2000）は、（各期末の公正価値ではなく）取得原価（原始
取得原価）を上回る部分が貸借対照表に計上されていれば、その部分が自己創設のれんであるとい
う考え方である。この 2つの考え方のうち、どちらが現行の会計の枠組みと整合的なものであるか
が問題となる。そこで、現行の事業投資の利益計算の枠組みに注目する。
⑵現行の利益計算と自己創設のれん
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ここでは上記の図を用いて考察を行なう。企業は取得原価を上回るキャッシュの獲得を期待して
事業投資を行う。その期待分が取得時の使用価値と取得原価との差額ののれん価値である。このの
れん価値は期待キャッシュ・フローが実現していくに従い減価していき、いずれは 0 になる。現行
の会計では、のれんは減価していくという事実認識から、のれんを償却することになっている。
より具体的には、まず 1期末までにキャッシュを獲得するのでそのキャッシュの分だけ将来キャ
ッシュ・フロー（使用価値）は減価する。一方で、取得原価が減価償却により減価する（図中の
DEP）。この場合の利益は実現収益である CIF から減価償却を控除した額と同額になる。この実
現利益はのれんの減価部分（a-b）と一致する（CF-DEP=a-b）。現行の会計では事業投資に関し
てはこのような利益計算を行なっている。この利益計算に枠組みの中でのれんとされるのは取得原
価及びそれに基づいて計算されている未償却残高を超える部分である。そのため、この枠組みの中
での自己創設のれんは取得原価及びそれに基づいて計算されている未償却残高を超える部分とい
える。この解釈は、使用価値は取得原価を超えて計上されるわけではないので、使用価値に自己創
設のれんは必ずしも含まれないとする斎藤（2000）の自己創設のれんの解釈と合致する。
今度はこの解釈を減損会計まで広げて考察する。
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前述のように、当初正ののれんの獲得と実現を目的に保有していた固定資産について、事後的に
投資額の回収が不可能になったとき（結果的に負ののれんが生じたとき）に、期末の帳簿価額を回
収可能額まで切り下げるのが、投資期間全体を通じた投資額の回収可能性を評価すること基本的な
考え方とした減損会計であった。この「投資期間全体を通じた投資額の回収可能性の評価」という
考え方も、現行の利益計算の枠組みに減損処理を整合的なものとして位置づけた結果である。正の
のれんの実現過程を表現するために行う減価償却による配分計算は、正ののれんが生じている場合
だけに正当性をもち、負ののれんが生じているときにはその正当性をもたない。そこで配分計算の
正当性を回復する手続きとして負ののれんを帳簿価額から取り除くために減損会計が導入された
のである。このような考え方の中で、回収可能価額に使用価値を用いたとしても、自己創設のれん
の計上には繋がらない。というのも、帳簿価額を使用価値まで切り下げる手続きは、結果的に生じ
た負ののれん（過剰投資額）を取り除いたに過ぎないからである。現行の利益計算の枠組みの中で
計上が禁止されるのは取得原価及びそれに基づき計算された未償却原価以上の価額をもって資産
を評価した場合に生じるのれん価値部分であり、減損会計適用時の使用価値にはこのようなのれん
価値は混入されない。したがって、使用価値に自己創設のれんが混入するという批判は妥当しない。
第三項 自己創設のれんについての異なる考え方
前項の議論とは対照的に、毎期の使用価値と公正価値との差額を自己創設のれんと定義する考え
方も存在する。ここではそうした考え方にもとづいて減損処理を意味づけられるのかどうかを考察
する。
減損が生じた資産を使用価値で評価した場合には自己創設のれんが含まれるという批判は、暗黙
のうちに、毎期の使用価値と公正価値との差額が自己創設のれんであると定義している。このよう
な定義を行うと、例えばある期に使用価値＞未償却残高＞公正価値となっていた場合には、未償却
残高にも自己創設のれんが計上されることになる。しかし有形固定資産の未償却残高がその公正価
値を超過したとしても、通常、その超過額が自己創設のれんの計上に繋がる、という批判を受ける
ことはない。その意味で、減損会計における使用価値には自己創設のれんが含まれるという批判は
無理がある。
また、毎期の使用価値と公正価値との差額が自己創設のれんであるという定義をかりに受け入れ
ると、公正価値で減損資産を評価した結果、減損処理後の利益計算において超過利潤が計上される
ことになる。先にも述べたとおり、資産が減損したにも関わらず、超過利潤が計上されることは減
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損会計の趣旨とは反する結果となる。
以上の議論を総括すれば、減損が生じた固定資産を使用価値で評価しても、その結果として自己
創設のれんが計上されてしまう、と考えることは難しい。そうであれば、使用価値を回収可能価額
に含めることは問題がない、ということができる。
第四節 その他の論点
第一項 客観性
使用価値による評価に対する批判のうち「自己創設のれんの計上に結びつく」というものが説得
力を欠くのは、上記のとおりである。ただ、使用価値による評価は、経営者の見積りによるので客
観性に欠けるという批判もなされている。確かにその批判は的を射ている。使用価値を見積るには
将来キャッシュ・フローや割引率を見積る必要性があり、これらに恣意性が介入するおそれがある
ことは否定できない。
しかし、だからといって公正価値が使用価値に対して客観性に関して優れているとは必ずしもい
えない。公正価値は、対象資産に流動性の高い市場が存在する場合には確かに客観的といえるが、
固定資産に関しては市場が存在しないものが多く、また、市場があっても流動性は高くない。しか
も、減損会計の場合、固定資産はグルーピングが行なわれるが、そのようなグルーピングされた資
産が流通する市場は存在しないのが、通常である。市場が存在しないような場合には、企業は独自
に公正価値を見積る必要がある。そして、その見積りの要素は市場が予測する将来キャッシュ・フ
ローと割引率である。つまり、使用価値と同様の要素を見積る必要性がある。このような場合には
公正価値に客観性があるとはいえない。
第二項 目的適合性
また、減損が生じた資産を公正価値で評価することに関しては、資産保有目的と矛盾するという
欠点がある。減損資産について、減損してもなお売却より使用のほうが有利であると経営者が判断
している場合、に当該資産から実際に流入するキャッシュ・フローは売却によるものではなく、使
用によって獲得されるキャッシュ・フローである。したがって、回収可能額はこの場合使用価値と
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いうことになる。このように継続保有される減損資産を公正価値で評価すると回収可能価額を正し
く表現できなくなる。
第五節 まとめ
ここまでの測定基準の議論を以下の表でまとめる。
使用価値 公正価値
自己創設のれん 計上されない 計上されない
客観性 ない ない場合が多いと考えられる
資産保有目的との適合性 あり なし
減損処理後の利益計算の減損
会計の趣旨との適合性
正常利益しか計上されないた
め、減損会計の趣旨に合致す
る。
超過利益が計上されるので、減
損会計の趣旨に合致しない。
以上のように公正価値が使用価値より優れている点は、せいぜい客観性だけであり、しかも先述
のとおり、その客観性における優位さえ「限定条件付き」のものに過ぎない。この客観性のみをも
って公正価値の採用の根拠とするにはあまりに脆弱といえる。
したがって、減損が生じた資産を継続保有する場合には、日本の現行基準が支持しているように、
使用価値で減損資産を測定するべきであるとここでは結論づける。
第五章 実証研究
第一節 はじめに
今までは減損会計について、理論的な考察をしてきた。一方で、減損会計の基準は導入されて
10 年近く経過しており、その間に実証研究の成果が蓄積されている。この実証研究の結果から、
減損会計に関する、とりわけ測定基準に関するインプリケーションを探っていくのがこの章である。
具体的には、利益マネジメントに関する実証研究では、減損会計に認められている裁量を利用して、
どのような企業がいかなる利益操作を行っているのかがしばしば主題とされている。こうした研究
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の成果からは、会計基準を考える上での重要なインプリケーションを引き出しうる。そこで本章で
は実証研究の先行研究をまとめ、基準設定に対するインプリケーションをさぐる。
第二節 先行研究
第一項 先行研究の整理
川島（2006）は減損会計基準の早期適用企業を対象にして実証研究を行なったところ、財務健全
性の高い企業ほど低めの時価を算定する傾向にあったと結論づけている。
川島（2006）は 1998 年から 2002 年に行なわれた土地再評価の実態を分析した結果、土地の価
格が 1991 年をピークに一貫して下降しているにも関わらず、土地再評価を実施した企業のおよそ
半数は、再評価を実施した後に土地の売却益を計上していたことに着目している。この原因を分析
した結果、売却益を計上した企業の多くは時価測定に固定資産税評価額や路線価による相続税評価
額といった低めの時価を用いていたことが明らかにされている。そしてこのような低めの時価を用
いる企業は、財務的健全性の高い企業であることも確認されている。
このような結果から同論文は、時価により固定資産の測定を行なう減損会計についても「財務的
健全性が高い企業は保守的な測定方法を選択して低めの時価を算定する」という仮説を立てている。
またこの仮説から以下の仮説をさらに立てている。
仮説 1.回収可能価額の算定に用いる測定属性は、財務的健全性の高い企業ほど正味売却価額を採用
する。
仮説 2.資産のグルーピングは、財務的健全性の高い企業ほど個別を採用する。
仮説 3.正味売却価額の算定は、財務的健全性が高い企業ほど固定資産税評価額または路線価による
相続税評価額を参照する。
仮説 4.使用価値の算定は、財務的健全性の高い企業ほど、高い割引率を設定する。
これらの仮説を単一変量分析、多変量分析を行なった結果、仮説 1、仮説 3、仮説 4 については
支持する証拠を得ている。
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この結果から、自己資本比率でみた財務的健全性の高い企業ほど低めの時価が算定される測定方
法を選択する傾向が明らかになったとしている。
この実証研究は早期適用企業を対象にしているが、早期適用企業は強制適用企業とは異なり、減
損会計を何らかの意図をもって積極的に利用していると考えられる。したがって、減損会計基準の
あり方を検討する場合、早期適用企業のみを対象とした川島の研究成果だけから引き出しうる含意
は乏しい。ただし、強制適用企業にも同じような結果が見られた場合には、基準設定に関するイン
プリケーションを引き出せるかもしれない。
上記のような理由から、次は強制適用企業も対象とした先行研究をまとめる。
大日方・岡田（2008）は、早期適用企業・強制適用企業を対象として実証研究を行なった結果、
減損損失を計上した企業のうち、一部は利益平準化行動をとっていたと推測されるが、その証拠は
弱く、一方で減損処理を利用したビッグバス会計を行なっていることについては比較的強い証拠が
得られたとしている。これは減損会計の認識・測定が経営者に大きな裁量があるからであるとして
いる。
大日方・岡田（2008）はまず、利益平準化行動を想定して以下の仮説を設定している。
仮説A. 減損計上企業は、減損損失を吸収する原資（利益）を捻出しているため、利益率は減損非
計上企業よりも高い。
仮説B. 減損計上企業は、裁量の自由度が比較的に高い営業外損益を利用して利益を捻出している
ため、営業外損益は減損非計上企業よりも高い
仮説C. 減損計上企業は、減損損失を特別利益で相殺するため、減損損失を除いた特別損益（修正
特別損益）は減損非計上企業よりも多い。
これらの仮説を分析した結果、仮説A・Cは否定され、仮説Bは肯定されている。このことから
利益平準化行動については弱い証拠しか得られない。
また、減損損失の金額と利益の関係について回帰分析を行なったところ、全ての適用期間におい
てビッグバス会計が行なわれていたという証拠を得られたとしている。
以上からすると、利益平準化よりもビッグバス会計の方がより深刻な問題を引き起こしていると
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考えられる。よく知られているように、減損会計を適用する際、使用価値や正味売却価額の見積り
に関して、経営者には大きな裁量が与えられている。この研究から導かれてきた結論からすると、
その裁量を利用して、回収可能価額を低めに算定し、ビッグバス会計を経営者が行なっている可能
性があるのではないかと考えられる。
次に榎本（2008）は、強制適用企業についても、早期適用企業と同様、ビッグバス会計とみられ
る会計行動が観察されたとしている。一方で、利益平準化については強制適用企業ではみられなく
なったとしている。
榎本（2008）は、早期適用企業はあえて減損会計を利用してビッグバス会計や利益の平準化とい
った利益マネジメントを行おうとするが、強制適用企業は経営者の意図や思惑との無縁の、収益性
の低下を要因として減損会計を適用すると考え、次のような仮説を設定している。
仮説 減損会計基準を初めて適用した期において、強制となる期に適用した企業は早期に適用した
企業と比較して、減損損失の計上において利益マネジメント要因は弱く、経済的要因は強くなる。
この仮説をトービット・モデルで検証した結果、ビッグバス会計については早期適用企業のみな
らず強制適用企業についても行なっているという証拠が得られた一方で、利益平準化行動について
は強制適用企業においてはみられなくなっていたとしている。つまり、この実証研究からもビッグ
バス会計が問題になっている。
最後に木村（2007）は、利益平準化行動は早期適用期間特有のものであり、また、ビッグバス会
計については強制適用期間についても行なわれている可能性があるものの、強制適用期間に利益マ
ネジメントを行なっていという証拠は得られなかったとしている。
木村（2007）も利益マネジメントに着目して以下のように設定している。
仮説① 減損控除前増益（または、減損控除前特別利益）の大きさが一定の範囲を超えた企業は、
減損会計基準を早期適用することによって利益平準化をはかる。
仮説② 減損控除前減益（または、減損控除前特別損失）の大きさが一定の範囲を超えた企業は、
早期適用によってビッグバス会計をはかる
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仮説③ 経営者は減損損失を裁量的に測定することで利益マネジメントを達成する
以上の仮説①②についてはマン・ホイットニーの U 検定を用いて検証し、仮説③については回
帰分析を用いて検証している。
その結果、仮説①の検証から、利益平準化行動は早期適用期間特有のものであることが確かめら
れた、としている。また、仮説②の検証から、強制適用期間にもビッグバスが行なわれている可能
性はあるという結果が得られたものの、それは収益性の低下を正しく表したに過ぎない可能性もあ
るとしている。また、仮説③の検証からは、利益マネジメントを強制適用期間に行なっているとい
う証拠は得られなかったとしている。
以上からは、問題となる可能性があるのはビッグバス会計だけといえるが、その証拠は強いもの
とはいえない。
ここまでの先行研究をまとめると、企業は減損会計の裁量の自由を利用してビッグバス会計を行
なっている可能性が示唆されている。一方で、裁量があるにも関わらず、利益平準化が行なわれて
いないのは、減損の認識のハードルが高いため、業績が好調な企業が減損会計を意図的に利用する
ことが困難となっているからであると考えられる。そのため以下では減損会計に関するビッグバス
会計をどうすれば防止できるかを考察する。
第三節 ビッグバス会計の抑制
第一項 ビッグバス会計の抑制方法
減損会計に関するビッグバスの抑制方法としては、大きく分けて①認識基準の厳格化、②測定基
準の厳格化、および③過大に計上した減損損失に関する戻入れの要求の 3つを想定できる。
このうち認識の厳格化については、現行の日本基準は割引前将来キャッシュ・フローとしている
ことから十分に厳格化されている。
そこで、ここでは戻入れの導入について考察する。
仮に減損損失の戻入れが導入されたとしたら、企業がビッグバス会計を行なったとしても、切り
下げ過ぎた帳簿価額は次期には減損の戻入れの規定により戻入れなければならなくなると考えら
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れる。そのような状況であれば、企業はビッグバス会計によって、次期以降の業績を良くみせるた
めにビッグバス会計を行なうインセンティブが失われると考えられる。そのため、戻入れの導入は
ビッグバス会計の抑制に一定の効果をみせるはずである。ここで問題になるのはまず、日本基準に
減損損失の戻入れを導入することができるかどうかである。
現行の日本基準は減損損失の戻入れを禁止している。これは、減損損失の認識の段階で減損の発
生の可能性が相当程度高い場合にのみ減損損失を認識するので、戻入れが発生する可能性は低く、
認める必要性がないためである。しかし、日本基準の減損会計に関する基本的な考え方は「投資期
間全体を通じた投資額の回収可能性の評価」であったことから、投資期間全体を通じた投資額の回
収可能性が回復した場合には減損損失の正当性なくなる。そのため、この場合には減損損失に戻入
れを行なうことが、減損会計の基本的な考え方に合致する。従って、日本においても減損損失の戻
入れを認める余地はあるはずである。
次に問題になるのは、減損損失の戻入れを要求することが、本当にビッグバス会計の抑制に繋が
るかどうかである。この点を確かめるための方法として考えられるもののひとつは、(a)現在減損損
失の戻入れを認めている国際会計基準の適用企業と(b)戻入れを認めていない日本基準を適用して
いる企業でビッグバス会計の横行している度合いにどれだけ差があるかを分析することである。こ
の分析については、今後の検討課題としたい。
終章 おわりに
本論文の主要な検討課題は、減損損失をどのように測定すべきであるかという点であった。
そのうえで、①固定資産の減損会計に関する基本的な考え方はどうあるべきか、②「会計上の変
更及び誤謬の訂正に関する会計基準」の導入によって固定資産の減損会計がどう変化するべきか、
③回収可能額として適切な測定属性は何か、④実正研究から得られるインプリケーションは何か、
というテーマを主に検討した。
まず、第一章では、日米欧の固定資産の減損会計のサーベイを行なった。その結果、各国で減損
会計に関する基本的な考え方が異なり、そのことから各国で減損会計に関する規定が異なっている
ことが明らかになった。
続く第二章では、各国の減損会計基準を支えている基本的な考え方がどのようなものであるのか、
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各国基準を支えている異質な考え方のうち、「優れたもの・望ましいもの」はどれかを検討した。
各国を取り巻く経済環境が異なっているのであれば、各国の状況に適った、異質な「基本的な考え
方」がそれぞれの国の会計基準を支えている、という状況も起こりうる。しかし本論文の考察によ
れば、各国が直面している経済環境は大きく異なっていない。にもかかわらず異質な「基本的な考
え方」に各国基準が支えられているとすれば、それは「基本的な考え方」の間に優劣が存在してい
ることを意味する。
そのような観点から行った検討から得られた結論は、日本基準の基本的な考え方である「投資期
間全体を通じた投資額の回収可能性の評価」が各国において最も望ましい、というものであった。
利用目的の固定資産に関する投資の成果は配分計算によって把握するのが、各国に共通の会計実務
である。とすれば、固定資産の減損会計についても配分計算をその基本的な考え方とするべきだか
らである。IASB や FASB の会計基準を支えている「基本的な考え方」は、「配分の手続による投
資成果の把握」には適さない、というのが本論文における検討から導かれてきた結論である。
もっとも、「投資期間全体を通じた投資額の回収可能性の評価」という基本的な考え方には、帳
簿価額の回収可能性を評価できないという資産評価面の欠点もみられた。
続く第三章では会計上の見積もりの変更に関する新たな日本基準の公表が、減損会計の「本来の
あり方」に対してどのような影響を及ぼすかを検討した。この表現から明らかなように、本論文で
は、会計上の見積もりの変更の影響をプロスペクティブ方式で期間損益に反映させることになった
事実は、減損会計のあり方に大きな影響を及ぼす、というスタンスに立っている。現行の減損会計
基準が「過年度の償却不足によって生じた過大な簿価」と「収益力の低下によって生じた過大な簿
価」を厳密に区分していないのは、会計上の見積もりの変更にキャッチアップ方式で対応する、か
つての会計実務を前提としたものであった。その前提が変わった以上、もはや「償却不足」と「収
益力の低下」それぞれの原因による簿価切り下げは、厳密に区分しなければならない事態となって
いる。
さらに言い換えれば、減価償却の修正と収益性の低下部分を纏めて切り下げるという、現行の会
計処理を維持することは、もはや困難となっている。
そこで、本論文では、「見積もりの変更」に関する新基準公表後の環境に最も適したものとして、
減価償却の修正と収益性の低下部分を分けて会計処理することを提案している。両者の区分の具体
的な方法は、まず、新たに見積った将来キャッシュ・フローの獲得パターンに最も適合する減価償
却方法及び耐用年数により償却計算をやり直す。そして新たに計算された未償却原価と期末の回収
可能価額との差額を減損損失とし、期末の帳簿価額と新たに計算された未償却原価との差額を減価
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償却の修正部分とするものであった。さらに減損損失控除後の帳簿価額を新たに減価償却すれば、
減価償却の修正部分はプロスペクティブ方式で将来に渡って認識されていくことになる。
この会計処理を行なえば、収益性の低下部分である減損損失（キャッチアップ方式）と減価償却
の修正部分（プロスペクティブ方式）を区分することができる。
ただし、この方法は減損判明時点における帳価の回収可能性を考慮しないものであるため、この
方法による減損処理後の簿価は、減損判明時点の回収可能価額を超えてしまう可能性がある。とす
れば、この方法では、帳簿価額は回収可能なものであると考える投資家に対し、帳簿価額の回収可
能性についての誤解を与える可能性があるという、欠点がある。
そこで、本論文ではさらに、配分計算と評価の両立する方法、すなわち配分計算を旨とする「基
本的な考え方」とも整合的で、かつ、「簿価は回収可能なものであるべき」という投資家の通念に
も反しない方法を考察した。そのような会計処理を検討する際は、「退職給付に関する会計基準（案）」
が数理計算上の差異について求めている会計処理にヒントを得た。退職給付会計基準にヒントを得
ようとしたのは、この会計処理は資産評価面における投資家の誤認を防止する目的で配分計算と評
価を両立させている点で、退職給付会計と減損会計とが同様の問題構造となっていると考えたため
である。
退職給付会計にヒントを得た会計処理の具体的な方法は、期末の帳簿価額を期末の回収可能価額
まで切り下げ、減価償却の修正部分（先に概要を説明した方法によって求めたもの）をOCIに計上
するという方法である。この会計処理によれば、配分計算のみに着目した減損会計が抱えていた資
産評価面の欠点も解決することができると考えられる。
続く第四章では、「基本的な考え方」に適う評価基準（期末の回収可能価額）について考察した。
よく知られているように、現行の減損会計基準では、しばしば、減損処理の対象となった固定資産
の評価はその使用価値で決められることとなる。使用価値による評価については、これまでも、そ
れが自己創設のれんを含んだ評価に繋がるのではないか、という観点から批判されてきた。ここで
は、そうした批判がどれだけ合理的な根拠に支えられているのかを主要な検討課題とした。
固定資産は、取得原価を超えるキャッシュ・フローであるのれん価値とその実現を目的に保有す
る資産である。現行の会計では、のれんは減価していくという事実認識から、のれんを規則的に償
却することになっている。この利益計算の枠組みに着目すれば、自己創設のれんは、取得原価及び
それに基づき計算される未償却原価を超えて計上される部分と定義することができる。
自己創設のれんをこのように定義すれば、取得原価及び未償却原価を超えて計上されることのな
い使用価値に、自己創設のれんは含まれないと結論づけることができる。
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使用価値に自己創設のれんは含まれないのであれば、使用価値と正味売却価額のどちらか高いほ
うとする現行の日本基準の測定基準は支持しうる、というのが本論文の結論である。
最後の第五章では、減損会計に関する実証研究から基準設定のあり方、特に測定基準に関するイ
ンプリケーションを探った。ここでは、主に利益マネジメントに関する実証研究に着目した。
実証研究の先行研究からは、ビッグバス会計を経営者が行なっている可能性があることが明らか
となった。これは減損会計の会計処理には、経営者に大きな裁量が与えられているからと考えられ
る。とりわけ、測定基準については、使用価値及び正味売却価額の見積りについて大きな裁量が経
営者に与えられている。この裁量を利用し、低めの回収可能価額を算定することで、経営者がビッ
グバス会計を行なっている可能性が考えられる。
こうした含意をふまえ、本論文では、この減損会計に関するビッグバス会計を抑制する方法を、
減損損失の戻入れに焦点を絞って考察した。現行基準が禁止している減損の戻入れを要求すること
で、経営者がビッグバス会計を行ない、翌期以降の財務指標の向上を図るというインセンティブを
失わせることができると考えたからである。
この方法が「潜在的に」ビッグバス会計の抑制に繋がる可能性を有しているのはたしかである。し
かしそれはあくまでも可能性の存在に過ぎない。これが実際に有効な対策となるかどうかについて
は今後の検討課題としたい。
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